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前 書 き  

 
平成 16 年７月に一定の条件の下での非医療従事者による自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」

という。ＡＥＤ：Automated External Defibrillator）の使用が認められてから、約 10年が経過

しており、この間、国の行政機関の庁舎等に設置されるものを含めＡＥＤの設置台数は飛躍的に

増加しているとみられる。全国のＡＥＤの設置台数については、網羅的に把握されているデータ

はないが、公益財団法人日本心臓財団のホームページによると、平成 16年７月以降 24年 12月ま

での我が国におけるＡＥＤの販売累計台数は、44 万 7,818 台であり、このうち、医療機関又は消

防機関に設置されているものを除く公共施設などに設置され一般市民が使用できるＡＥＤ（ＰＡ

Ｄ： Public Access Defibrillation）が 35万 2,087台（78.6％）とされている。 

一方、総務省消防庁の「平成 26 年版救急救助の現況」（平成 26 年 12 月 19 日）によると、全

国において一般市民により除細動が実施された症例数は、心原性により心肺機能が停止した時点

が一般市民により目撃された症例２万 25,469 件のうちの 3.6％に当たる 907 件となっており、一

般市民による応急手当の一層の普及が望まれる状況にある。 

厚生労働省は、平成 25年９月 27日に、ＡＥＤの設置場所や配置に関する指針として、「ＡＥ

Ｄの適正配置に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を公表している。ガイ

ドラインでは、ＡＥＤの効率的で円滑な利用を促し、病院外心停止の救命を促進することを目的

として、一般市民が使用するＡＥＤの設置施設の具体例、施設内での配置方法、管理と設置情報

の公開、使用に関する教育・訓練の重要性等が示されている。また、厚生労働省は、国の行政機

関等が設置、管理するＡＥＤについて、各府省庁等に対し、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適

切な管理等の実施について」（平成 21年４月 16日付け医政局長及び医薬食品局長通知）等により、

適切な管理等の徹底を要請している。 

しかし、国の行政機関の庁舎等に設置されているＡＥＤについては、厚生労働省がＡＥＤの設

置者に求めている一般財団法人日本救急医療財団への登録から漏れているものがあるほか、適切

に使用するための日常的な管理等についても懸念されるものがある。 

この調査は、ＡＥＤを使用した応急手当の一層の普及を推進する観点から、北海道内の国の行

政機関におけるＡＥＤの設置、管理等の実態を調査し、関係行政の改善に資するために実施した

ものである。 
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(2) 単独庁舎等に入居する官署における講習の実施状況  
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第１ 調査の目的等 

 

１ 目的 

 この調査は、ＡＥＤを使用した応急手当の一層の普及を推進する観点から、北海道内の国の行

政機関におけるＡＥＤの設置、管理等の実態を調査し、関係行政の改善に資するために実施した

ものである。 

 

２ 対象機関 

(1)  調査対象機関 

   ア ＡＥＤの設置状況等の概況調査対象機関 

53機関 686 官署（北海道内における国の行政機関全官署（平成 26年 12月１日現在）） 

   イ ＡＥＤの維持管理等の実地調査対象機関 

     上記アの概況調査の対象とした 53 機関 686 官署のうち、ＡＥＤを自ら設置、管理している

ものは 25機関 260官署。 

実地調査の対象官署については、この 25 機関 260 官署の中から、地域性も勘案し、ⅰ）Ａ

ＥＤを自ら設置、管理している合同庁舎の管理官署５機関 10 官署、ⅱ）来庁者が多いと考え

られる単独庁舎等の入居官署７機関15官署の合計12機関25官署を抽出した（次頁の表参照）。 
 

 (注１) 上記(1)アの調査においては、一般市民等に対して北海道内の国の機関におけるＡＥＤ

の設置情報を網羅的に提供するため、国の行政機関におけるＡＥＤの設置状況と併せ、

札幌高等裁判所から協力を得て北海道内の裁判所におけるＡＥＤの設置状況についても

把握した。 

(注２) 本報告書においては、ブロック機関等の上部機関のみを表す場合は「機関」と称し、

当該上部機関及びその管下の官署・施設（以下「下部機関」という。）を同列で表す場合

は「官署」と称している。 

（注３） 本報告書で記載している「直近３年間」の期間については、特に断りのない限り、平

成 24年４月１日から 26年 12月１日までの間のことをいう。 

 

(2)  関連調査等対象機関 

北海道、札幌市 

 

３ 担当部局 

   北海道管区行政評価局第一部第一評価監視官 

 

４ 実施時期 

   平成 26年 12月～27 年３月 
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表 実地調査の対象官署 

上部機関 調査対象官署 
管理している合同庁舎又は

入居している庁舎 
ＡＥＤの設置数 

合
同
庁
舎
の
管
理
官
署 

札幌高等検察庁 同左 札幌第３合同庁舎管理官署 共用２台、専用１台 

北海道財務局 

同左 札幌第１合同庁舎管理官署 共用２台 

函館財務事務所 函館地方合同庁舎管理官署 共用１台 

旭川財務事務所 旭川地方合同庁舎管理官署 共用１台 

釧路財務事務所 釧路地方合同庁舎管理官署 共用１台 

小樽出張所 小樽地方合同庁舎管理官署 共用１台 

函館税関 同左 函館港湾合同庁舎管理官署 共用２台 

札幌国税局 
同左 札幌第２合同庁舎管理官署 共用１台、専用１台 

室蘭税務署 室蘭地方合同庁舎管理官署 共用１台、専用１台 

札幌管区気象台 稚内地方気象台 稚内港湾合同庁舎管理官署 共用１台 

単
独
庁
舎
等
入
居
官
署 

札幌法務局 札幌法務局札幌西出張所 単独庁舎入居 専用１台 

函館地方法務局 同左 （函館地方合同庁舎入居） 

※前掲 

専用１台 

旭川地方法務局 同左 （旭川地方合同庁舎入居） 

※前掲 

専用１台 

釧路地方法務局 帯広支局 帯広法務総合庁舎入居 専用１台 

（札幌国税局） 

※前掲 

旭川東税務署 単独庁舎入居 専用１台 

苫小牧税務署 単独庁舎入居 専用１台 

北海道労働局 

釧路労働基準監督署 単独庁舎入居 専用１台 

北見公共職業安定所 北見地方合同庁舎入居 専用１台 

苫小牧公共職業安定所 苫小牧港湾合同庁舎入居 専用１台 

札幌東公共職業安定所 単独庁舎入居 専用１台 

北海道開発局 

札幌開発建設部 単独庁舎入居 専用２台 

国営滝野すずらん丘陵公園

事務所 
単独庁舎（施設） 専用９台 

北海道運輸局 
釧路運輸支局 単独庁舎入居 専用１台 

北見運輸支局 単独庁舎入居 専用１台 

（札幌管区気象台） 

※前掲 
函館地方気象台 単独庁舎入居 専用１台 

計 12 機関 25 官署 23 か所 40 台 

 

- 2 - 



第２ ＡＥＤの設置状況等の概況調査結果 

 

１ 国の行政機関等におけるＡＥＤの設置状況 

概況調査結果 説明図表番号 

【制度の概要、調査の目的等】 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。ＡＥＤ：Automated External 

Defibrillator）は、心肺停止者が発生した場合に使用されることでその後の救命や

社会復帰の点で優れた効果があるとされている医療機器である。総務省消防庁の「平

成 26 年版救急・救助の現況」によると、全国において一般市民によりＡＥＤを使用

して除細動が行われた症例数は年々増加しており、心原性により心肺機能が停止した

時点が一般市民により目撃された症例２万 5,469件のうちの 3.6％に当たる 907件が

一般市民により除細動が行われている。また、心原性心肺機能停止となった傷病者に

対して、一般市民によりＡＥＤを使用して除細動が行われた場合の１か月後の生存率

は 50.2％であり、除細動が行われなかった場合の生存率 10.5％と比べて 4.8 倍高く

なっている。１か月後の社会復帰率についても、除細動が実施された場合は 42.8％

であり、除細動が実施されなかった場合の社会復帰率 6.5％と比べて 6.6倍高くなっ

ている。 

厚生労働省は、平成 16 年７月１日に、救命の現場に居合わせた一般市民がＡＥＤ

を使用しても医師法（昭和 23年法律第 201号）違反にはならないことを示しており

（平成 16 年７月１日付け医政発第 0701001号各都道府県知事宛て厚生労働省医政局

長通知。平成 24年９月 21日改正）、それ以降、国の行政機関の庁舎等に設置される

ものを含めＡＥＤの設置台数は飛躍的に増加しているとみられる。また、ＡＥＤの設

置場所や配置については、具体的で根拠のある基準が示されていなかったが、厚生労

働省は、平成 25年９月 27日に、一般市民が使用することを目的としたＡＥＤの設置

場所や配置に関する指針として、「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（以下

「ガイドライン」という。）を公表している。ガイドラインでは、ＡＥＤの効率的で

円滑な利用を促し、病院外心停止の救命を促進することを目的として、一般市民が使

用するＡＥＤの設置施設の具体例、施設内での配置方法、管理と設置情報の公開、使

用に関する教育・訓練の重要性等が示されている。 

全国のＡＥＤの設置台数については、網羅的に把握されているデータはないが、公

益財団法人日本心臓財団のホームページによると、平成 16 年７月以降 24年 12 月ま

での我が国におけるＡＥＤの販売累計台数は 44万 7,818 台であり、このうち、医療

機関又は消防機関に設置されているものを除く公共施設などに設置され一般市民が

使用できるＡＥＤ（ＰＡＤ： Public Access Defibrillation）が35万2,087台（78.6％）

とされている。しかし、国の行政機関の庁舎等に設置されているＡＥＤについては、

厚生労働省がＡＥＤの設置者に求めている一般財団法人日本救急医療財団への登録

から漏れているものがあり、設置場所等の情報の提供状況は必ずしも十分でない。 

このような状況を踏まえ、心肺停止者が発生した場合に来庁者等の一般市民が迅速

にＡＥＤを使用できるよう、不特定多数の者が利用する施設の一つである国の行政機

関の庁舎等におけるＡＥＤの設置場所等の情報を網羅した一覧表を作成、公表し、来
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庁者等の一般市民や消防機関に対して提供することは有効と考えられる。 

 

【調査結果】 

今回当局は、以下のとおり、北海道内の国の行政機関が自ら設置、管理している全

てのＡＥＤ（来庁者等の一般市民への利用も想定しているもの）を書面調査により把

握し、これらのＡＥＤの設置場所等の情報を網羅した一覧表（地域別・官署別）を作

成、公表することとした。これによって一般市民や消防機関に対して、国の行政機関

におけるＡＥＤの設置場所等の情報をあらかじめ提供することができ、ＡＥＤへのア

クセスの向上の一助になると考えられる。 

また、国の行政機関におけるＡＥＤの設置場所等の情報に加え、北海道内の裁判所

が自ら設置、管理している全てのＡＥＤ（来庁者等の一般市民への利用も想定してい

るもの）の設置場所等の情報についても一覧表を作成し、公表することとした。 

 

(1) 国の行政機関におけるＡＥＤの設置状況 

平成 26年 12月１日現在、北海道内に所在する国の行政機関全 686官署のうち、

260 官署（37.9％）がＡＥＤを自ら設置、管理しており、その設置台数は 305 台

となっている。これを各官署が入居する庁舎別（合同庁舎、単独庁舎、施設等）

でみると、439か所中 244か所（55.6％）でＡＥＤが設置されている。 

なお、ＡＥＤを自ら設置、管理している国の行政機関 260 官署のうち、ＡＥＤ

を設置後にＡＥＤを使用した実績があるものが 12官署（使用回数 24 回）みられ

た。 

 

(2) 裁判所におけるＡＥＤの設置状況 

平成26年12月１日現在、北海道内に所在する全86裁判所のうち、34所（39.5％）

が自らＡＥＤを設置、管理しており、設置台数は 38台となっている。これを各裁

判所が入居する裁判所庁舎別でみると、全ての裁判所庁舎(34か所)においてＡＥ

Ｄが設置されている。 

 

 以上(1)及び(2)のＡＥＤの設置数を合計すると、平成 26年 12月１日現在、北海道

内の国の行政機関及び裁判所 294 官署・所（278か所）において 343台が設置されて

いることとなる。 
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（説 明） 

 

図表１－① 一般市民により心原性心肺機能停止の時点が目撃された症例のうち、一般市民による心肺蘇生

が行われたもの及び一般市民によるＡＥＤを使用した除細動が行われたものの推移 

（単位：件（人）、％） 

               年 

 区分 
平成 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

心原性でかつ一部市民により心肺機能

停止の時点が目撃された症例 （Ａ） 
17,882 18,897 19,707 20,769 21,112 22,463 23,296 23,797 25,469 

  

うち一般市民による心肺蘇生が行わ

れたもの （Ｂ） 
7,335  8,108  9,376  9,970  10,834  11,195  11,536  12,248  13,015  

（Ｂ/Ａ） 41.0  42.9  47.6  48.0  51.3  49.8  49.5  51.5  51.1  

  

  

うち一般市民によるＡＥＤを使用

した除細動が行われたもの （Ｃ） 
46 144 287 429 583 667 738 881 907 

（Ｃ/Ａ） 0.3  0.8  1.5  2.1  2.8  3.0  3.2  3.7  3.6  

うち一般市民による心肺蘇生が行わ

れなかったもの（不明を含む。） （Ｄ） 
10,547  10,789  10,331  10,799  10,278  11,268  11,760  11,549  12,454  

（Ｄ/Ａ） 59.0  57.1  52.4  52.0  48.7  50.2  50.5  48.5  48.9  

（注） 「平成 26年版救急・救助の現況」（総務省消防庁）に基づき当局が作成。 

 

 

図表１－② 一般市民により心原性心肺機能停止の時点が目撃された症例のうち、一般市民による除細動

が行われたものの１か月後の生存率及び１か月後の社会復帰率（平成 25年） 

（単位：症例、％） 

心原性かつ一般市民により心肺機能停止

の時点が目撃された症例数 
25,469（a） 

1 か月後生存（ｂ） 

（生存率 b/a） 

1 か月後社会復帰（c） 

（社会復帰率 c/a） 

 うち一般市民により除細動が実施され

た症例数 

907 

(100) 

455 

(50.2) 

388 

(42.8) 

うち一般市民により除細動が実施され

なかった(適応でなかった)症例数 

24,562 

(100) 

2,580 

(10.5) 

1,587 

(6.5) 

（注）１ 「平成 26年版救急・救助の現況」（総務省消防庁）に基づき当局が作成。 

２ 社会復帰率とは、全身機能カテゴリー（ＯＰＣ：脳及び脳以外の状態を類別し、身体全体としての機能を評価する

分類）及び脳機能カテゴリー（ＣＰＣ：脳に関する機能を評価する分類）が共に１（機能良好）又は２（中程度障害）

であったものの割合である。 

 

- 5 - 

 



図表１－③ 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」(平成 16年７月１日付

け医政発第 0701001 号各都道府県知事宛て厚生労働省医政局長通知。平成 24 年９月 21 日改

正)（抜粋） 

（非医療従事者によるＡＥＤの使用について） 

 救命の現場に居合わせた一般市民がＡＥＤを用いることには、一般的に反復継続性が認められず、医師法（昭

和 23 年法律第 201 号）第 17 条違反にはならないものと考えられる 。 

（業務の内容や活動領域の性格から一定の頻度で心停止者に対し応急の対応をすることが期待、想定されてい

る者（非医療従事者）がＡＥＤを用いても医師法違反とならないものとされるための条件） 

① 医師等を探す努力をしても見つからない等、医師等による速やかな対応を得ることが困難であること 

② 使用者が、対象者の意識、呼吸がないことを確認していること 

③ 使用者が、ＡＥＤ使用に必要な講習を受けていること 

④ 使用されるＡＥＤが医療用具として薬事法上の承認を得ていること 
（注） 下線は当局が付した。 
 
図表１－④ ＡＥＤの販売台数の推移（累計） 

（単位：台） 

 
（注） 循環器疾患等の救命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及啓発に関する研究の分担研究報告書「ＡＥＤの普及状

況に係わる研究」（平成 24年３月）に基づき当局が作成。平成 24年の数値は、公益財団法人日本心臓財団のホームペー

ジによる。 
 

図表１－⑤ 北海道内の行政機関及び裁判所におけるＡＥＤの設置状況 

区分 

機関・庁舎 
道内所在官署等の数 a 

 

ＡＥＤを自ら設置、管理する官署等の数 b 

（b/a） 
設置台数 

行政機関 686官署(100％) 260官署（37.9％） 
305台 

 入居庁舎等数 439か所(100％) 244か所（55.6％） 

裁 判 所 86裁判所(100％) 34所（39.5％） 
38台 

 入居庁舎数 34か所(100％) 34か所（100.0％） 

合計 772官署・所(100％) 294官署・所（38.1％） 
343台 

 入居庁舎等数 473か所(100％) 278か所（58.8％） 

（注）１ 当局の調査結果に基づき作成。 

２ 本表におけるＡＥＤは、当該官署・所が自ら設置、管理しており、来庁者等の一般市民への利用も想定してい

るものである。 

３ 「入居庁舎等」とは、ＡＥＤが設置されている場所（合同庁舎、単独庁舎、施設等）のことである。 

(年) 

累計 447,818 台
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機関名（ブロック機関等の上部機関名） 官署数 官署数 設置台数

地域活性化統合事務局北海道地方連絡室 1 0 0

アイヌ総合政策室北海道分室 1 0 0

人事院北海道事務局 1 0 0

公正取引委員会 公正取引委員会事務総局北海道事務所 1 0 0

警察庁 北海道警察情報通信部 5 0 0

北海道管区行政評価局 4 0 0

北海道総合通信局 1 0 0

札幌法務局 14 7 7

函館地方法務局 3 1 1

旭川地方法務局 5 1 1

釧路地方法務局 5 2 2

北海道地方更生保護委員会 11 0 0

札幌入国管理局 8 0 0

札幌矯正管区（矯正研修所札幌支所を含む。） 23 13 15

検察庁 札幌高等検察庁（法務総合研究所札幌支所を含む。） 55 9 11

公安調査庁 北海道公安調査局 4 0 0

北海道財務局（財務総合政策研究所北海道研修支所を含む。） 8 6 7

函館税関（税関研修所函館支所を含む。） 16 4 7

札幌国税局 31 31 33

札幌国税不服審判所 1 0 0

税務大学校札幌研修所 1 1 1

国税庁長官官房総務課監督評価官室札幌派遣監督評価官室 1 0 0

国税庁長官官房国税庁監察官札幌派遣首席国税庁監察官 1 0 0

北海道厚生局 1 0 0

北海道労働局 69 45 45

小樽検疫所 13 2 2

国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局函館視力障害センター 1 1 2

中央労働委員会 北海道地方事務所 1 0 0

北海道農政事務所 9 3 3

横浜植物防疫所札幌支所 7 0 0

動物検疫所北海道出張所 3 0 0

林野庁 北海道森林管理局 35 13 15

水産庁 北海道漁業調整事務所 1 0 0

北海道経済産業局 1 0 0

北海道産業保安監督部 2 0 0

北海道開発局 113 40 52

北海道運輸局 11 7 7

東京航空局 11 2 2

札幌航空交通管制部 1 1 1

国土地理院 北海道地方測量部 1 0 0

海難審判庁 函館地方海難審判所 1 0 0

運輸安全委員会 函館事務所 1 0 0

気象庁 札幌管区気象台 16 6 6

海上保安庁 第一管区海上保安本部 20 0 0

北海道地方環境事務所 42 23 23

原子力規制委員会 泊原子力規制事務所 1 0 0

技術研究本部札幌試験場 1 0 0

北海道防衛局 3 1 1

陸上自衛隊 北部方面隊北部方面総監部（共同の機関を含む。） 107 38 57

函館基地隊 2 2 3

余市防備隊 1 1 1

稚内基地分遣隊 1 0 0

航空自衛隊 航空総隊北部航空方面隊 9 0 0

53機関 686官署 260官署 305台

海上自衛隊

国税庁

財務省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

（注）１　当局の調査結果に基づき作成。太字ゴシック（網掛け）がＡＥＤを自ら設置、管理している官署である。なお、ＡＥＤが設置されて
　　　  いる場所（合同庁舎、単独庁舎、施設等）の数でみると、244か所となる。
　　　２　北海道開発局の官署数には、国営滝野すずらん丘陵公園事務所を含む。また、北海道地方環境事務所の官署数には、ビジターセン
        ターを含む。

                                 北海道内の国の行政機関におけるＡＥＤの設置官署数、設置台数

ＡＥＤの設置等の状況について把握した機関名及び官署数
左のうち一般市民への利用も想定したＡＥ
Ｄを自ら設置、管理するもの府省庁

内閣官房

内閣府

人事院

総務省

法務省

（平成26年12月1日現在　単位：官署、台）

環境省

合計

防衛省

図表１－⑥ 



図表１－⑦  北海道内の裁判所におけるＡＥＤの設置所数、設置台数 

                                  （単位：所、台数） 

北海道内の裁判所数 

左のうち一般市民への利用も想定したＡＥＤ

を自ら設置、管理する裁判所数及び設置台数 

ＡＥＤ設置裁判所数 設置台数 

札幌高等裁判所管轄内

の裁判所数 

高等裁判所 1 1 3 

地方裁判所 20 19 21 

家庭裁判所 32 1 1 

簡易裁判所 33 13 13 

合計 86 34 38 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、各裁判所が入居する裁判所庁舎の数は 34か所である。 
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２ 職員に対する講習の実施の有無 

概況調査結果 説明図表番号 

【制度の概要、調査の目的等】 

ガイドラインでは、教育と訓練によりＡＥＤを使用できる人材を増やすことの重要

性が示されており、ＡＥＤの設置施設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命

措置を必要とする現場に遭遇する可能性があるため、ＡＥＤを含む心肺蘇生の訓練を

定期的に受けておくことが必要とされている。それ以外の一般市民についても、心停

止の現場に遭遇する可能性があるため、できるだけ多くの市民がＡＥＤの使用法を含

む心肺蘇生法を習得していく必要があるとされている。 

 ＡＥＤの使用に関する講習（以下「講習」という。）の頻度については、厚生労働省

が平成 24年９月 21日に、各都道府県知事宛ての「非医療従事者による自動体外式除

細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成 16年７月１日付け医政発第 0701001号厚生

労働省医政局長通知。平成 24年９月 21日改正）により通知している。この通知では、

一定の頻度で心停止者に対応することが期待、想定される者及び一般市民を対象とし

た講習については、おおむね２年の間隔で定期的に実施されることが望ましいとされ

ている。また、総務省消防庁が都道府県知事宛てに通知している「応急手当の普及啓

発活動推進に関する実施要綱」（平成５年５月 30日付け消防庁次長通知）では、一般

市民を対象とした普通救命講習は、２年から３年間隔で定期的に実施することとされ

ている。 

このようなことから、ＡＥＤを設置している国の行政機関や共用のＡＥＤが設置さ

れている合同庁舎に入居する国の行政機関においても、緊急時に職員がＡＥＤの使用

による心肺蘇生法を実践できるようにするために、職員を対象とした講習が定期的に

実施されることが望まれる。 

 

【調査結果】 

平成 26年 12月１日現在（以下同じ。）、自らＡＥＤを設置、管理している行政機関

260 官署及び共用のＡＥＤが設置されている合同庁舎に入居し、自ら設置、管理する

ＡＥＤを保有していない 78官署における職員に対する講習の実施の有無について、書

面調査により把握した結果は、以下のとおりである。 

 

(1) ＡＥＤを自ら設置、管理している官署における講習の実施の有無 

ア 合同庁舎管理官署における講習の実施の有無 

共用のＡＥＤを設置している合同庁舎の管理官署 19 官署のうち、直近３年間

（平成 24 年度から 26 年 12 月１日までの間）に、自官署の職員を含めた全入居

官署の職員を対象とした講習（以下「入居官署の職員を対象とした講習」という。）

を実施しているものが９官署（47.4％）ある一方で、ⅰ）入居官署の職員を対象

とした講習を過去１回も実施していないものが２官署（10.5％）、ⅱ）自官署の

職員のみを対象とした講習しか実施していないものが６官署（31.6％）、ⅲ）入

居官署の職員を対象とした講習を実施しているが、直近３年間に実施していない

ものが２官署（10.5％）となっており、合計 10 管理官署（52.6％）が入居官署

の職員を対象とした講習を定期的に実施していない。 

 

図表２－① 

 

 

 

 

 

図表２－② 

 

 

 

 

 

図表２－③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－④ 

図表２－⑤ 
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上記ⅰ）からⅲ）の 10 官署が入居官署の職員を対象とした講習を定期的に実

施していない理由については、「庁舎警備員等がＡＥＤを操作することとしてい

たため」及び「入居官署職員の大半を占める自官署の職員のみを対象とした講習

を実施することで足りると考えていたため」としているものが各４官署（各

40.0％）と最も多く、次いで「上部機関からの指示又は前任者からの引継がなか

ったため」及び「その他の理由（不明を含む。）」としているもの各１官署（各

10.0％）となっている。 

イ 単独庁舎等に入居する官署における講習の実施の有無 

単独庁舎等に入居し、専用のＡＥＤを設置している（合同庁舎に入居し、専用

のＡＥＤを設置している官署を含む。）241官署のうち、直近３年間に、自官署の

職員を対象とした講習を実施しているものが 184官署（76.3％）ある一方で、ⅰ）

過去１回も講習を実施していないものが 52官署（21.6％）、ⅱ）直近３年間に講

習を実施していないものが５官署（2.1％）となっており、合計 57官署（23.7％）

が自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない。 

上記ⅰ）及びⅱ）の 57官署が自官署職員に対する講習を定期的に実施していな

い理由については、「過去に受講歴がある職員がいるため」としているものが 27

官署（47.4％）と最も多く、以下、「講習の必要性について認識していなかった

ため」が 12 官署（21.1％）、「業務多忙又は日程調整がつかなかったため」が６

官署（10.5％）、「職員数が少なく講習を受講させる機会を確保できなかったため」

が５官署（8.8％）、「その他の理由（不明を含む。）」が５官署（8.8％）、「上部機

関からの指示や前任者からの引継がなかったため」が２官署（3.5％）となって

いる。 

 

(2) 共用のＡＥＤが設置されている合同庁舎に入居し、自ら設置、管理するＡＥＤを

保有していない官署における講習の実施の有無 

  共用のＡＥＤが設置されている合同庁舎に入居し、自ら設置、管理するＡＥＤを

保有していない官署 77官署のうち、直近３年間に、自官署の職員を対象とした講習

を実施（合同庁舎の管理官署が主催する講習に参加することを含む。）しているもの

が 34 官署（44.2％）ある一方で、ⅰ）過去１回も講習を実施していないものが 36

官署（46.8％）、ⅱ）直近３年間に講習を実施していないものが７官署（9.1％）と

なっており、合計 43 官署（55.8％）が自官署の職員を対象とした講習を定期的に実

施していない。 

  上記ⅰ）及びⅱ）の 43 官署が職員に対する講習を定期的に実施していない理由に

ついては、「講習の必要性について認識していなかったため」としているものが 20

官署（46.5％）と最も多く、次いで「その他の理由（不明を含む。）」が 15官署（34.9％）、

「上部機関からの指示又は前任者からの引継がなかったため」が８官署（18.6％）

となっている。 

 

【課題】 

 講習の実施に関しては、多くの職員が緊急時にＡＥＤの使用による心肺蘇生法を実

践できるようにする観点から、次の措置を講じることが課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－⑥ 

図表２－⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－⑧ 

図表２－⑨ 
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① 共用のＡＥＤを設置している合同庁舎の管理官署のうち、入居官署の職員を対象

とした講習を定期的に実施していないところについて、できるだけ多くの入居官署

の職員が講習を受講する機会を設けること。 

② 専用のＡＥＤを設置している単独庁舎等に入居する官署のうち、自官署の職員を

対象とした講習を定期的に実施していないところについて、できるだけ多くの職員

が講習を受講する機会を設けること。 

③ 共用のＡＥＤが設置されている合同庁舎に入居し、自ら設置、管理するＡＥＤを

保有していない官署のうち、自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施してい

ないところについて、できるだけ多くの職員が講習を受講する（合同庁舎の管理官

署が主催する講習に参加することを含む。）機会を設けること。 
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（説 明） 

 

図表２－① 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成 25 年９月９日一般財団法人日本救急医療

財団）（抜粋） 

（略） 

６ ＡＥＤの使用の教育・訓練の重要性 

ＡＥＤの設置を進めるだけでは、必ずしも十分な救命率の改善を望めない。設置されたＡＥＤを維持管理

し、いつでも使えるようにしておくことが必要である。次に、設置施設の関係者や住民等にそのＡＥＤの設

置場所を周知させる努力も欠かせない 。 

そして、教育と訓練によりＡＥＤを使用できる人材を増やすことも忘れてはならない。心肺蘇生法講習会

を受けることで市民の救命意識は向上し、心肺蘇生の実施割合が増加することが報告されている。心肺蘇生

法の普及、実施割合が不十分な現状、ＡＥＤがあったにもかかわらず、使用されない事例の報告が知られて

いる、ＡＥＤを有効に活用し、心停止例の救命率を向上させるために、従来以上に心肺蘇生法講習会を積極

的に展開し、一般市民の心肺蘇生法に対する理解を深め、ＡＥＤを用いた心肺蘇生法を行うことができる人

材を増やす必要がある。教育と訓練に当たっては、ＡＥＤ設置施設の関係者とそれ以外の一般市民に分けて

対策を進めることが有効かつ効率的と思われる。 

(1) ＡＥＤ設置施設関係者に対する教育と訓練 

ＡＥＤ設置施設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命処置を必要とする現場に遭遇する可能性

があるため、日ごろから施設内の最寄りのＡＥＤ設置場所を把握しておくとともに、ＡＥＤを含む心肺蘇

生の訓練を定期的に受けておくこと必要がある。合わせて、突然の心停止が発生した際の傷病者への対応

を想定した訓練を行うことが望まれる 。 

(2) それ以外の一般市民に対する教育と訓練 

ＡＥＤ設置施設関係者以外でも、心停止の現場に遭遇する可能性があるため、できるだけ多くの市民が

ＡＥＤの使用法を含む心肺蘇生法を習得していく必要がある。これまで、多大な労力とコストを要するこ

とが心肺蘇生法普及の障害の一つとなってきたが、近年、良質な胸骨圧迫とＡＥＤによる早期の電気ショ

ックの重要性が強調されるとともに、胸骨圧迫のみの心肺蘇生とＡＥＤの組み合わせの有効性が示されて

いる。胸骨圧迫のみに心肺蘇生法を単純化することによって、短時間の教育でも一般市民が、心肺蘇生法

とＡＥＤの使い方を習得できることが示されている。中でも、ＡＥＤが使用可能な状況下では、胸骨圧迫

の実施と、ＡＥＤを用いた早期電気ショックが効果的であることは実証されており、全ての国民が、少な

くとも胸骨圧迫とＡＥＤの使用を実践できるように、更なる心肺蘇生法の教育・普及が求められている。 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 
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図表２－② 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成 16年７月１日付

け医政発第 0701001 号各都道府県知事宛て厚生労働省医政局長通知。平成 24 年９月 21 日改

正）（抜粋） 

（略） 

３ 一般市民を対象とした講習 

  ＡＥＤの使用に関する講習については、救命の現場に居合わせてＡＥＤを使用する一般市民が心停止者の

安全を確保した上で積極的に救命に取り組むため、その受講が勧奨されるものであること。 

  講義の内容及び時間数については、別添１によることが適当であること。 

なお、講習の受講に当たっては、受講する者に過度の負担を生じさせることなく、より多くの国民にＡＥ

Ｄの使用を普及させる観点から、講師の人選、生徒数、実習に用いるＡＥＤの数等を工夫の上、講義と実習

を組み合わせることにより、概ね３時間程度で、必要な内容について、効果的な知識・技能の修得に努める

こと。 

（略） 

 

別添１ 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)を使用する非医療従事者(一般市民)に対する講習 
 

【一般目標】 

１ 救命の連鎖と早期除細動の重要性を理解する 

２ 効果的な心肺蘇生が実施できる 

３ 正しくＡＥＤを作動させ、安全に使用できる 

【講習内容】 

【留意事項】 

○ 講習対象者に応じたシナリオの作成等、講習内容の創意工夫をおこなうこと。 

○ 心肺蘇生とＡＥＤ使用方法のシナリオは小児(乳児を除く)への対応が包括されること。 

○ 概ね２年の間隔で定期的な再講習が望ましいこと。 

○ 効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と用いる教材・機材等の配置については５:１以内が望まし

いこと。 

○ 効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と指導者の配置については 10:１以内が望ましいこと。 

○ 講習時間については、講習目標に達することを前提として教材・機材や指導者数により柔軟に対応するこ

と。 

（以下略） 

大項目 小項目 到達目標 
時間例

(分) 

イントロダ

クション 

コースの概説 

救命の連鎖の重要性 

救命の連鎖(心停止の予防を含む)の重要性を理解

する 

通報により口頭指導が得られることを理解する 

15 

心 肺 蘇 生

（実技） 

反応の確認、通報、呼吸の確認 

胸骨圧迫（心臓マッサージ） 

気道の確保と人工呼吸 

シナリオに対応した心肺蘇生 

反応の確認、早期通報、呼吸の確認(死戦期呼吸含

む)が実施できる 

有効な胸骨圧迫が実施できる 

気道の確保と人工呼吸が実施できる 

シナリオに対応した心肺蘇生の実施ができる 

10 

15 

15 

10 

休憩   15 

ＡＥＤの使

用（実技） 

ＡＥＤの使用方法(ビデオある

いはデモ) 

指導者による使用方法の実際

の呈示 

ＡＥＤの実技 

ＡＥＤの電源の入れ方とパッドの装着方法を理解

する 

ＡＥＤの使用方法と注意点を理解する 

シナリオに対応して、安全にＡＥＤを使用できる 

10 

10 

35 

知識と実技

の確認 

シナリオを使用した知識と実

技の確認 

様々なシナリオに対応した心肺蘇生法やＡＥＤが

実施できる 

45 

講習時間計（例） 180 

 （注） 下線は当局が付した。 
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図表２－③ 「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」（平成５年３月30日付け消防救第

41号都道府県知事宛て消防庁次長通知）（抜粋） 

（略） 

４ 住民に対する普及講習の種類  

(1)  住民に対する標準的な講習は、次に掲げるものとし、そのカリキュラム、講習時間等については別表１、

別表１の２、別表１の３及び別表２のとおりとする。 

 

講習の種別 主な普及項目 

普通救命講習 

Ⅰ 心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法 

Ⅱ 
心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法  

(注)受講対象者によっては、小児、乳児、新生児に対する心肺蘇生法とする。 

Ⅲ 心肺蘇生法（主に小児、乳児、新生児を対象）、大出血時の止血法 

上級救命講習 
 心肺蘇生法（成人、小児、乳児、新生児を対象）、大出血時の止血法、傷病者

管理法、外傷の手当、搬送法 
 

(2) 住民に対する応急手当の導入講習である「救命入門コース」の主な普及項目は、胸骨圧迫及びＡＥＤの

取扱いとする。また、そのカリキュラム、講習時間等については別表３のとおりとする。 

（略） 
 

別表１ 普通救命講習Ⅰ 

１ 到達目標 １ 心肺蘇生法 (主に成人を対象 )を、救急車が現場到着するのに要する時間程度で

きる。 

２ 自動体外式除細器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。 

３ 異物除去法及び大出血時の止を理解できる。 

２ 標準的な実施要領 

 

１ 講習については、実習を主体とする。 

２ １クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。 

３ 訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。 

４ 指導者１名に対して受講者は 10名以内とすることが望ましい。 

 

項目 細目 時間（分） 

応急手当の重要性 
応急手当の目的・必要性 (心停止の予防 

等を含む )等 
15 

救命に必要な応急

手当 （主に成人に

対する方法) 

 

心肺蘇生法 

基本的心肺蘇生

法（実技） 

反応の確認、通報 

165 

胸骨圧迫要領 

気道確保要領 

口対人工呼吸法 

シナリオに対応した心肺蘇生法 

ＡＥＤの使用法 

ＡＥＤの使用方法（ビデオ等） 

指導者による使用法の呈示 

ＡＥＤの実技要領 

異物除去法 異物除去要領 

効果確認 心肺蘇生法の効果確認 

止血法 直接圧迫止血法 

合計時間 180 

 

備考 
１２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。 

２ e-ラーニングを活用した講習や普及時間を分割した講習を可能とする。 

（別表１の２（普通救命講習Ⅱ）及び別表１の３（普通救命講習Ⅲ）は略） 
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別表３ 救命入門コース 

１ 到達目標 
１ 胸骨圧迫を救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。 

２ 自動体外式除細器（ＡＥＤ）を使 用できる 。 

２ 標準的な実施要領 

１ 講習については、実習を主体とする。 

２ 訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。 

３ 指導者１名に対して受講者は 10名以内とすることが望ましい。 

 

項目 細目 時間（分） 

応急手当の重要性 
応急手当の目的・必要性 (心停止の予防 

等を含む )等 

90 

救命に必要な応急

手当 （主に成人に

対する方法) 

 

心肺蘇生法 

基本的心肺蘇生

法（実技） 

反応の確認、通報 

胸骨圧迫要領 

気道確保要領(呈示又は体験) 

口対人工呼吸法(呈示又は体験) 

シナリオに対応した反応の確認から胸骨

圧迫まで 

ＡＥＤの使用法 

ＡＥＤの使用方法（口頭又はビデオ等） 

指導者による使用法の呈示 

ＡＥＤの実技要領 

合計時間 
 

備考 普及時間を分割した講習を可能とする。 

 
（以下略） 
 

 （注） 下線は当局が付した。 
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図表２－④ 共用のＡＥＤを設置している合同庁舎の管理官署における入居官署の職員を対象とした講習

の実施の有無 

共用のＡＥＤ

を設置してい

る合同庁舎の

管理官署数 

 

直近３年間に、

入居官署の職

員を対象とし

た講習を実施

している管理

官署 

直近３年間に、入居官署の職員を対象とした講習を実施していない管理官署 

ア 過去１回も自官

署の職員を含めた

入居官署の職員を

対象とした講習を

実施していない 

イ 自官署の職員のみを対象

とした講習を実施している 

６官署（31.6％） 

ウ 入居官署の職員

を対象とした講習

を実施している

が、直近３年間に

実施していない 
直近 3年間は

未実施 

直近 3年間に

実施 

19 官署 

(100％) 

9 官署 

(47.4％) 

2 官署 

（10.5％） 

1 官署 

(5.3％) 

5 官署 

（26.3％） 

2 官署 

（10.5％） 

10 官署（52.6％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、 入居官署の職員を対象とした講習とは、自官署の職員を含めた全入居官署

の職員を対象とした講習のことをいう。 
 

 

図表２－⑤ 入居官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない理由（図表２－④におけるア、

イ及びウの 10管理官署） 

共用のＡＥＤを設置している合同庁舎において、入居官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない

管理官署：10管理官署（100％） 

（理由） 

○ 庁舎警備員等がＡＥＤを操作することとしていたため・・・・・・・・・・・・・・ 4 官署（40.0％） 

○ 入居官署職員の大半を占める自官署の職員のみを対象とした講習を実施することで 

足りると考えていたため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4官署（40.0％） 

○ 上部機関からの指示又は前任者からの引継がなかったため・・・・・・・・・・・・ 1 官署（10.0％） 

○ その他の理由（不明を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 官署（10.0％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。 

 

 

図表２－⑥ 単独庁舎等に入居し、専用のＡＥＤを設置している官署における講習の実施の有無 

単独庁舎等（注）

に入居し、専用の

ＡＥＤを設置して

いる官署数 

 

直近３年間に自官

署の職員を対象と

した講習を実施し

ている官署 

直近３年間に自官署の職員を対象とした講習を実施していない官署 

ア 過去１回も自官署の職員を

対象とした講習を実施してい

ない 

イ 自官署の職員を対象とした

講習を実施しているが、直近

３年間に実施していない 

241官署 

（100％） 

184官署 

（76.3％） 

52 官署（21.6％） 5 官署（2.1％） 

57 官署（23.7％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、「単独庁舎等に入居する官署」には、合同庁舎者に入居し、専用のＡＥＤを

設置している官署を含む。 
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図表２－⑦ 自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない理由（図表２－⑥におけるア及びイ

の 57官署） 

 自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない官署：57 官署（100％） 

（理由） 

○ 過去に受講歴がある職員がいるため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27官署（47.4％） 

○ 講習の必要性について認識していなかったため・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12官署（21.1％） 

○ 業務多忙又は日程調整がつかなかったため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  6官署（10.5％） 

○ 職員数が少なく、講習を受講させる機会を確保できなかったため・・・・・・・・・  5官署（ 8.8％） 

○ 上部機関からの指示又は前任者からの引継がなかったため・・・・・・・・・・・・  2官署（ 3.5％） 

○ その他の理由（不明を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5官署（ 8.8％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、（ ）内の構成比については、小数点第２位を四捨五入しているため、合計

が 100にならない。 

 

図表２－⑧ 共用のＡＥＤが設置されている合同庁舎に入居し、自ら設置、管理するＡＥＤを保有していな

い官署における講習の実施の有無 

共用のＡＥＤが設

置されている合同

庁舎に入居し、自

ら設置、管理する

ＡＥＤを保有して

いない官署数 

 

直近３年間に自官署の職員を

対象とした講習を実施（合同

庁舎の管理官署が主催する講

習へ参加することを含む。）し

ている官署 

直近３年間に自官署の職員を対象とした講習を実施して

いない官署 

ア 過去１回も自官署

の職員を対象とした講

習を実施していない 

イ 自官署の職員を対象とし

た講習を実施しているが、直

近３年間に実施していない 

77 官署 

（100％） 

34 官署 

（44.2％） 

36 官署（46.8％） 7 官署（9.1％） 

43 官署（55.8％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、（ ）内の構成比については、小数点第２位を四捨五入しているため、表中

のア及びイの各構成比と各構成比を合計した数値とは一致しない。 
 

 

図表２－⑨ 自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない理由（図表２－⑧におけるア及びイ

の 43官署） 

 自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない官署：43 官署（100％） 

（理由） 

○ 講習の必要性について認識していなかったため・・・・・・・・・・・・・・・・ 20官署（46.5％） 

○ 上部機関からの指示又は前任者からの引継がなかったため・・・・・・・・・・・   8官署（18.6％） 

○ その他の理由（不明を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15官署（34.9％） 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。 
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 ３ ＡＥＤの設置情報の登録、公表の有無 

概況調査結果 説明図表番号 

【制度の概要、調査の目的等】 

一般財団法人日本救急医療財団（以下「財団」という。）は、ＡＥＤの設置者に対

して、ＡＥＤの製造販売業者等を通じてＡＥＤの設置場所等に関する情報（以下「Ａ

ＥＤの設置情報」という。）を財団へ登録するよう要請しており、ＡＥＤの設置者の

同意の下に、財団のホームページ上で全国のＡＥＤの設置情報を公開している。 

厚生労働省は、各府省庁等に対して、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管

理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」（平成 21 年４月 16 日

付け厚生労働省医政局長及び医薬食品局長通知。以下「平成 21 年通知」という。）

を発出し、国の行政機関等が設置、管理するＡＥＤについて適切な管理等の徹底を

要請している。また、厚生労働省は、平成 21年通知に添付した各都道府県知事宛て

の「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起及び

関係団体への周知依頼）」（同日付け厚生労働省医政局長及び医薬食品局長通知）の

別紙において、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録することの目的、意義等について、

次のとおり周知している。 

① 平成 19年以降、ＡＥＤの設置情報について製造販売業者等を通じて財団へ登録

するよう依頼していること。 

② ＡＥＤの設置情報を財団のホームページ上で公開することで、地域住民や救急

医療に関わる機関があらかじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所について把握し、

必要な時にＡＥＤが迅速に使用できるよう取り組んでいること。 

③ ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、製造販売業者か

ら迅速・確実に情報が得られるよう、ＡＥＤの設置情報を登録していない場合又は

変更した場合は財団への登録を積極的に実施するようお願いしていること。 

さらに、厚生労働省は、同省のホームページ上においても、地域住民や救急医療

に関わる機関が必要な時に迅速に対応するために、あらかじめＡＥＤの設置情報を

把握することや製造販売業者からのリコール等の安全性情報を迅速・確実に受ける

ことが重要であるとして、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録するよう周知、要請して

いる。 

 以上のようなＡＥＤの設置情報を財団に登録することの目的、意義等を踏まえる

と、国の行政機関におけるＡＥＤの設置情報についても漏れることなく財団へ登録

される必要がある。また、ＡＥＤの設置情報を一般市民に対して提供する手段の一

つとして、できるだけ多くの国の行政機関のホームページ上で公表されることが望

まれる。 

 

【調査結果】 

 平成 26 年 12 月１日現在、ＡＥＤを自ら設置、管理している行政機関 260 官署に

おける財団へのＡＥＤの設置情報の登録の有無、自官署のホームページにおける公

表の有無について調査した結果は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－② 

図表３－③ 
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(1) ＡＥＤの設置情報の財団への登録の有無 

260 官署における 305 台のＡＥＤのうち、102 官署（39.2％）における 106 台

（34.8％）の設置情報が財団へ登録されている一方で、158 官署（60.8％）にお

ける 199台（65.2％）の設置情報が財団へ登録されていない。 

上記 158官署がＡＥＤの設置情報を財団へ登録していない理由については、「財

団への登録の必要性について認識していなかったため」としているものが 93 官

署（58.9％）と最も多く、次いで「上部機関からの指示又は前任者からの引継が

なかったため」が 33 官署（20.9％）、「その他の理由（不明を含む。）」が 21官署

（13.3％）、「登録手続を失念していたため」が 11官署（7.0％）となっている。 

 

(2) 自官署のホームページにおけるＡＥＤの設置情報の公表の有無 

   260 官署における 305 台のＡＥＤのうち、官署のホームページ上で公表されて

いるものは９官署（3.5％）の 14台（4.6％）のみとなっており、251官署（96.5％）

における 291台（95.4％）の設置情報が自官署のホームページ上で公表されてい

ない。 

なお、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録し、かつ、自官署のホームページ上でも

公表しているものは６官署（2.3％）のみとなっている。 

 

【課題】 

 ＡＥＤの設置情報の登録、公表に関しては、ＡＥＤの設置情報を一般市民や消防

機関等の救急医療に関わる機関に広く提供する観点から、次の措置を講じることが

課題となっている。 

① ＡＥＤを自ら設置、管理している官署のうち、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録

していないところについて、財団へ登録すること。 

② ＡＥＤを自ら設置、管理している官署のうち、ＡＥＤの設置情報を自官署のホ

ームページ上で公表していないところについて、公表することの可否を検討し、可

能な限り公表すること。 

 

図表３－④ 

図表３－⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－④ 

（再掲） 

 

図表３－⑥ 
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（説 明） 

 

図表３－① 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（注意喚起及び関係団体へ

の周知依頼）（平成 21年４月 16日付け医政発 0416001号薬食発 0416001号各都道府県宛て

厚生労働省医政局長、医薬食品局長通知）（抜粋） 

別紙 ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

 
（略） 
  

４．ＡＥＤの設置情報登録について 

ＡＥＤの設置情報登録については 、平成 19年３月 30日付け医政発第 0330007号厚生労働省医政局指導課

長通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置者登録に係る取りまとめの協力依頼について」において、Ａ

ＥＤの設置場所に関する情報を製造販売業者等を通じて財団法人日本救急医療財団に登録いただくよう依頼

しているところです 。 

同財団では、ＡＥＤの設置場所について公表を同意いただいた場合には、ＡＥＤの設置場所をホームペー

ジ上で公開することで、地域の住民や救急医療に関わる機関があらかじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所

について把握し、必要な時にＡＥＤが迅速に使用できるよう、取り組んでおります 。 

また、ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、設置者等が製造販売業者から迅速・

確実に情報が得られるようにするためにも、設置場所を登録していない、又は変更した場合には、製造販売

業者等を通じて同財団への登録を積極的に実施するようお願いします 。 

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等では、ＡＥＤの設置場所に関する情報を非公開とす

ることも可能です。 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 

 

図表３－② ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ（平成 21年４月 16日）（抜粋） 

（略） 

Ｑ25  ＡＥＤの設置情報は、登録しなければならないのですか。 

 

Ａ   ＡＥＤは救命のために重要な医療機器です。地域の住民や救急医療に携わる機関などが、あらか

じめ設置されているＡＥＤの場所を把握していると、必要な時に迅速に対応できます。  

また、ＡＥＤの不具合などにより販売業者等から製品に関するリコール等の重要なお知らせが提

供されることもあります。設置情報を登録していれば確実かつ迅速に情報を受け取ることが可能と

なりますので、ご登録ください。  

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等には、ＡＥＤの設置場所に関する情報を非

公開とすることが可能です。 登録の方法については、販売業者等にお問い合わせ下さい。  

（以下略） 

 （注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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図表３－③ 厚生労働省のホームページにおけるＡＥＤの設置情報を財団へ登録すること

についての周知、要請状況 

 

（注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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図表３－④ ＡＥＤの設置情報の財団への登録の有無及び自官署のホームページ上での公表の有無 

 （注） 当局の調査結果に基づき作成。表中の「ＨＰ」とはホームページのことである。 

 

 

図表３－⑤ ＡＥＤの設置情報を財団へ登録していない理由（図表３－④における（Ｘ）の 158官署） 

ＡＥＤを自ら設置、管理する官署のうち、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録していないもの：158官署（100％） 

（理由） 

○ 財団への登録の必要性について認識していなかったため ・・・・・・・・・・・ 93官署（58.9％） 

○ 上部機関からの指示又は前任者からの引継がなかったため・・・・・・・・・・・ 33官署（20.9％） 

○ 登録手続を失念していたため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11官署（ 7.0％） 

○ その他の理由（不明を含む。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21官署（13.3％） 

（注） 当局の調査結果に基づき作成。なお、（ ）内の構成比については、小数点第２位を四捨五入しているため、合計

が 100にならない。 

 

 

図表３－⑥ ＡＥＤの設置情報を財団へ登録し、かつ、自官署のホームページ上でも 

公表している官署 

官署名 入居庁舎 ＡＥＤの設置台数 

札幌管区気象台 

函館地方気象台 

室蘭地方気象台 

網走地方気象台 

稚内地方気象台 

新千歳航空測候所 

単独庁舎 

単独庁舎 

単独庁舎 

単独庁舎 

稚内港湾合同庁舎(管理官署) 

単独庁舎（新千歳空港内） 

専用 1台 

専用 1台 

専用 1台 

専用 1台 

共用 1台 

専用 1台 

（注） 当局の調査結果に基づき作成。 

 

ＡＥＤを自ら設

置、管理している

官署数と台数 

 

うち財団へ登録 
うち財団へ未登録 

（Ｘ） 

うち自官署の

ＨＰで公表 

うち自官署のＨ

Ｐで未公表 

（参考） 

うち北海道又

は市町村のＨ

Ｐで公表 

260官署（100％） 

305台（100％） 

102官署（39.2％） 

  106台（34.8％） 

158官署（60.8％） 

  199台（65.2％）  

9 官署(3.5％) 

  14台（4.6％） 

251官署（96.5％） 

291台(95.4％) 

74官署 

88台 
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第３ ＡＥＤの維持管理等の実地調査結果 

 

１ ＡＥＤの維持管理状況 

通  知 説明図表番号 

ＡＥＤは、 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（昭和 35年法律第 145号）(注１)に規定する高度管理医療機器及び特定保守管理医

療機器に指定されており、適切な管理等が行われなければ、人の生命及び健康に重大

な影響を与えるおそれがある医療機器である。 

 厚生労働省は、各府省庁等に対して、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管

理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」（平成 21年４月 16

日付け厚生労働省医政局長及び医薬食品局長通知。以下「平成 21年通知」という。）

を発出し、国の行政機関等が設置、管理するＡＥＤについて適切な管理等の徹底を要

請している（注２）。 

（注１）  薬事法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 84 号）により薬事法の題

名が改称されている。 

（注２） 厚生労働省は、平成 21年通知の発出以降も一部のＡＥＤの維持管理が適切に

行われていない実態について総務省から指摘（「ＡＥＤの設置拡大、適切な管理

等について（あっせん）」(平成 25年３月 26日付け総評相第 64号)）を受けたこ

となどから、各府省等に対して、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理

等の実施について（再周知）」（平成 25 年９月 27 日付け厚生労働省医政局長及び

医薬食品局長通知。以下「平成 25年通知」という。）を発出し、国の行政機関等

が設置、管理するＡＥＤについて適切な管理等の徹底を再度要請している。 

 

 今回当局が北海道内の国の全行政機関（57 機関 686 官署）におけるＡＥＤの設置

状況等を調査した結果、平成 26 年 12月１日現在、ＡＥＤを自ら設置、管理している

ところが 25 機関 260 官署あった。これらの中から、地域性も考慮し、ＡＥＤを自ら

設置、管理している合同庁舎の管理官署 10 官署及び来庁者が多いと考えられる単独

庁舎等入居官署 15 官署の合計 12機関 25 官署におけるＡＥＤの維持管理状況につい

て実地に調査した結果、以下のとおり、ＡＥＤの維持管理が適切でない事例が認めら

れた。 

 なお、以下の事例の中には、当局の調査を契機に、各官署において必要な改善措置

が講じられたものを含んでいる。 

 

(1) 日常点検の実施状況 

   厚生労働省は、平成 21年通知に添付した各都道府県知事宛ての「自動体外式除

細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周

知依頼）」（同日付け厚生労働省医政局長及び医薬食品局長通知）の別紙（以下

「平成 21年通知の添付文書」という。）において、ＡＥＤの設置者等（ＡＥＤの

設置、管理について責任を有する者、施設の管理者等）はＡＥＤの点検担当者を

配置し、日常点検を実施させるよう求めている。また、厚生労働省は、同省のホ

ームページ上で日常点検の重要性や必要性について周知、要請している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－(1)－① 

 

 

 

 

図表１－(1)－② 

図表１－(1)－③ 
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   日常点検における確認事項については、平成 21年通知の添付文書や厚生労働省

のホームページ上で、ⅰ）ＡＥＤ本体のインジケーターのランプの色や表示によ

り、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示していることを確認するとともに、点検

結果を記録、保管すること、ⅱ）ＡＥＤ本体や収納ケース等に電極パッドやバッ

テリーの交換時期等を記載した表示ラベルを取り付け、この記載を基に電極パッ

ドやバッテリーの交換時期を日頃から把握し、交換を適切に実施することが示さ

れており、ＡＥＤの点検担当者は、これらの点検作業を継続的に実施することが

重要である。また、平成 21 年通知の添付文書においては、点検担当者はＡＥＤの

使用に関する講習を受講した者であることが望ましいとされている。 

   今回 25 官署における日常点検の実施状況を調査した結果、全ての官署において

ＡＥＤの点検が実施されていたが、当該官署が平成 21年通知等で示されている点

検頻度や点検事項等について十分に認識していないため、次のとおり、点検の実

施方法等が適切でないものが 13 官署（52.0％）において 24事例認められた。 

 ① 開庁日には毎日実施することが望まれる日常点検を、月に１回、週に１回など

しか実施していない又は担当者が休暇を取得した日には点検が実施されていな

いもの（６事例） 

② 点検結果を記録していない又はＡＥＤごとの点検結果が分からないなど点検

結果の記録が適切でないもの（７事例） 

③ 電極パッドやバッテリーの交換時期等を記載する表示ラベルのＡＥＤ本体等

への取付けや表示ラベルの記録内容が適切でないもの（５事例） 

④ ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がない者又は受講歴が不明な者が点検を

実施しているもの（６事例） 

 

(2) ＡＥＤの設置場所の表示、保管場所等の状況 

   厚生労働省は、平成 25年９月 27日に、一般市民が使用することを目的とした

ＡＥＤの設置場所や配置に関する指針として、「ＡＥＤの適正配置に関するガイ

ドライン」（以下「ガイドライン」という。）を公表している。ガイドラインで

は、施設内のＡＥＤについて、ⅰ）配置場所が容易に把握できるように施設内の

見やすい場所に配置されている、ⅱ）位置を示す掲示又は位置案内のサインボー

ドなどが適切に掲示されている、ⅲ）誰もがアクセスしやすい場所にＡＥＤが配

置され、保管ケース等には鍵をかけない、ⅳ）インジケーターが見やすく日常点

検がしやすい場所へ配置されていることなど、ＡＥＤの施設内での配置に当たっ

て考慮すべき事項が示されている。 

  今回 25官署におけるＡＥＤの設置場所の表示、保管場所等の状況について調査

した結果、当該官署がガイドラインで求められている来庁者や付近住民などの一

般市民に設置場所を分かりやすく周知することや目につきやすい場所に設置する

ことの必要性について十分に認識していないため、次のような事例が 16 官署

(64.0％)において 19 事例認められた。 

 ① 庁舎入口、庁舎内の入居官署案内板、エレベーターホール、エレベーター内等

に、来庁者等のためにＡＥＤの設置場所等を分かりやすく周知するための表示

を行った方がよいと考えられるもの（16事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例表１－(1)－

①～④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－(2) 
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 ② 事務室の書庫内など来庁者等の目につきにくい場所にＡＥＤが保管されてい

るもの（３事例） 

 

上記(1)及び(2)のような事例がみられる原因は、各官署が平成 21 年通知やガイド

ラインにおいてＡＥＤを適切に維持、管理するために求められている内容を十分に理

解、認識していないことによると考えられる。このため、ＡＥＤを設置している官署

は、今後とも平成 21 年通知やガイドラインの内容についての理解、認識を深め、Ａ

ＥＤの適切な維持、管理について徹底することが重要である。 

 

(3) 寒冷な環境下におけるＡＥＤの保管、管理状況 

   ＡＥＤは、氷点下になるなど寒冷な環境下においては、バッテリーの出力低下

や電極パッドの凍結等により、正しく作動しない可能性があることから、厚生労

働省は、平成 26年 12 月 18 日に、ＡＥＤの製造販売業者に対して、ＡＥＤの保管

に当たっては、氷点下とならないように保管するなど、製品の保管条件の遵守及

び適切な保管方法についてＡＥＤの設置者及び購入者に情報提供するよう通知し

ている。 

今回調査した 25 官署における 40 台のＡＥＤの保管状況を調査した結果、24官

署における 39台のＡＥＤについては、冬期間であっても気温が氷点下になるおそ

れのない事務室、ロビー、エレベーターホール等の屋内に設置されていた。また、

１官署（国営滝野すずらん丘陵公園事務所）における１台のＡＥＤについては、

公園駐車場の料金所に設置されていたが、開園時間帯（冬期間 8:00 から 16:00

までの間）においては職員が常駐し、暖房が確保されているため料金所内の気温

が氷点下になるおそれはなく、閉園時間帯（冬期間 16:00から翌朝 8:00までの間）

においては 24時間暖房が確保されている多目的トイレに保管されており、寒冷な

環境に配慮した措置が講じられていた。 

 

 したがって、関係行政機関は、心肺停止者が発生した場合にＡＥＤの性能が発揮で

きない事態を防ぐとともに、来庁者等がＡＥＤの設置場所等へより迅速にアクセス

し、使用できるようにする観点から、下部機関を含め、次の措置を講じる必要がある。 

【日常点検の励行、点検結果の適切な記録等について】 

① 開庁日に日常点検を実施していない官署について、全ての開庁日に点検を励行す

ること。また、点検担当者が１人のみの官署について、補助者を指名するなどして

点検担当者が休暇を取得した日にも点検を励行すること。（旭川地方法務局、釧路

地方法務局、北海道財務局、札幌国税局、北海道運輸局） 

② 日常点検結果を記録していない官署について、点検結果を記録し、一定期間保管

すること。また、複数のＡＥＤを設置している官署について、ＡＥＤごとの点検結

果が分かるように記録すること。（札幌高等検察庁、札幌国税局、北海道開発局、

北海道運輸局） 

③ 表示ラベルのＡＥＤ本体等への取付け、記録等が適切でない官署について、これ

を適切に行うこと。（旭川地方法務局、札幌国税局、北海道労働局） 

④ ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がない者が日常点検の担当者となっている

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－(3) 
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官署について、当該担当者にＡＥＤの使用に関する講習を受講させる機会を設ける

こと。（札幌法務局、札幌高等検察庁、札幌国税局、北海道労働局、北海道運輸局） 

【ＡＥＤの設置場所の表示、保管場所等の見直しについて】 

① 来庁者等のためにＡＥＤの設置場所等を分かりやすく表示した方がよいと考え

られる場所がある官署について、当該箇所にＡＥＤの設置場所等を分かりやすく表

示することについて検討し、必要な見直しを行うこと。（函館地方法務局、旭川地

方法務局、釧路地方法務局、北海道財務局、函館税関、札幌国税局、北海道労働局、

北海道開発局） 

② 来庁者等の目につきにくい場所にＡＥＤが保管されている官署について、ＡＥＤ

をより分かりやすい場所へ保管、移設すること等について検討し、必要な見直しを

行うこと。（札幌国税局、北海道労働局） 
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（説 明） 

 

図表１－(1)－① 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（注意喚起及び関係

団体への周知依頼）（平成 21年４月 16日付け医政発 0416001号薬食発 0416001号各都

道府県宛て厚生労働省医政局長、医薬食品局長通知）（抜粋） 

別紙 ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

 

１．点検担当者の配置について 

ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管理者等。）は、設置したＡＥＤの

日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点検等を実施させて下さい 。 

なお、設置施設の規模や設置台数等から、設置者自らが日常点検等が可能な場合には、設置者が点検担当

者として日常点検等を実施しても差し支えありません。点検担当者は複数の者による当番制とすることで差

し支えありません。 

また、特段の資格を必要とはしませんが、ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者であることが望ましい

です。 

２. 点検担当者の役割等について 

ＡＥＤの点検担当者は、ＡＥＤの日常点検等として以下の事項を実施して下さい。 

１）日常点検の実施 

ＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示しているこ

とを日常的に確認 し、記録して下さい。 

なお、この際にインジケータが異常を示していた場合には、取扱説明書に従い対処を行い、必要に応じ

て、速やかに製造販売業者、販売業者又は賃貸業者（以下「製造 販売業者等」という。）に連絡して、

点検を依頼して下さい。 

２）表示ラベルによる消耗品の管理 

製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極パッド及びバッテリの交換時期等を記載し、記載内容

を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース等に表示ラベルを取り付け、この記載を基

に電極パッドやバッテリの交換時期を日頃から把握し、交換を適切に実施 して下さい。 

なお、今後新規に購入するＡＥＤについては、販売時に製造販売業者等が必要事項 を記載した表示ラベ

ルを取り付けることとしています。 

３）消耗品交換時の対応 

電極パッドやバッテリの交換を実施する際には、新たな電極パッド等に添付された新しい表示ラベルや

シール等を使用し、次回の交換時期等を記載した上で、ＡＥＤに取り付けて下さい。 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 
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図表１－(1)－② ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ（平成 21年４月 16日）（抜粋） 

• 点検担当者の役割と配置について 

Ｑ１ ＡＥＤの点検担当者は、どのようなことを行うのですか。  

Ａ  一つめは、日常点検として インジケータ（ＡＥＤが正常かどうかを示すランプや画面）によりＡＥＤが

使用可能な状態にあることを確認し、点検結果を記録に残すことです。（日常点検については、Ｑ７～Ｑ13

をご参照下さい。） 二つめは、消耗品の管理として、ＡＥＤに取り付けられている 電極パッドやバッテリ

の交換時期（使用期限等）を把握し、期限切れになる前に交換することです 。（消耗品の管理については、

Ｑ20～Ｑ24をご参照下さい。）  

Ｑ２  点検担当者の人数の目安はありますか。また、設置者が点検担当者となることはできますか。  

Ａ   ＡＥＤが設置されている施設の規模や範囲、その台数等に応じて、点検を日常的に、実施することが可

能と考えられる人員を配置することが望ましいです 。また、点検担当者を当番制とし、複数人の配置を行

なうことでも差し支えありません。  

なお、設置台数等から考えて、設置者自らが点検を行うことが可能と判断される場合は、設置者が点検

担当者となっても差し支えありません。  

Ｑ３ 点検担当者に資格は必要ですか。  

Ａ  設置者が上記の日常点検等を適切に実施できると認める方であれば、特に資格は必要としません。しか

し、ＡＥＤの使用等に関する講習を受講していることが望ましいです 。  

（略） 

 

• 日常点検について  

Ｑ７ なぜ、インジケータを確認しなければならないのですか。 

Ａ  ＡＥＤは自己診断機能を有しています。本体の機能チェックが自動的に行なわれ、問題を認めた場合に

は、インジケータのランプの色や画面の表示によりその異常を知らせてくれます。そのため、点検担当者が

インジケータを確認し、正常に使用可能な状態であることを点検する必要があります。  

万が一、インジケータが異常を示している場合には、取扱説明書に従って対処し、必要に応じて販売業

者等に点検や修理を依頼して下さい。  

（略） 

Ｑ９ インジケータの確認は、毎日、行わなければなりませんか。  

Ａ  ＡＥＤは本体にプログラムされた自己診断機能により、毎日、毎週、毎月のサイクルで機能チェックを

行なっていますので、点検担当者は、取扱説明書に従い日常的に、その結果を確認して下さい。  

ただし、設置された施設や事業所の休日などで、ＡＥＤを使用しないことが明らかな時には、点検を実

施しなくても構いません。設置場所などを十分考慮の上、適切に点検を行なって下さい。  

 

• 点検記録について  

Ｑ10 どのような内容を記録するのですか。  

Ａ  日常点検の結果として、インジケータのランプの色や画面の表示等により使用可能な状態であるか等を記

載する（例えば、丸印を付けるなど）のみで十分です。  

なお、電極パッドやバッテリの交換時期については、点検記録に記載する必要はありませんが、常に時期

を把握しておいて下さい。  

Ｑ11 点検記録には、決められた様式などがありますか。  

Ａ  決められたものはありませんので、設置者又は点検担当者の方がご自身で作成していただいて結構です。

例えば、カレンダーに丸印を記入するのみでもよいです。  

なお、販売業者等が点検記録表を提供しますので、それらをご活用いただくことも可能です。  

Ｑ12 点検記録は、どの程度保管しなければなりませんか。  

Ａ  点検記録の保管期間については、とくに規定していません。ＡＥＤを使用する際、そのＡＥＤが正常状

態であったことがわかるように、直近の１ヶ月程度を目安に記録を保管することが望ましいです 。  

 

• 表示ラベルについて  

Ｑ14 表示ラベルとは何ですか。 
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Ａ  点検担当者が電極パッドやバッテリの管理を円滑に行うために、必要な情報（交換時期や使用期限等）

が記載されたものです。ＡＥＤ本体又は収納ボックス等に、必ず取り付け又は貼り付けて下さい。  

なお、今後、新規にＡＥＤを購入した場合には、販売業者等により消耗品の交換時期を記載した表示ラ

ベルが取り付けられた状態で納品又は設置されます。  

Ｑ15 すでに設置されているＡＥＤにも表示ラベルが必要ですか。  

Ａ  すべてのＡＥＤに必要です 。すでに設置されているＡＥＤについては、販売業者等が把握している販売

先の記録に基づいて、購入者もしくは設置者宛に表示ラベルと電極パッドやバッテリの交換時期に関する情

報等が届けられます。点検担当者は、表示ラベルに交換時期等の必要事項を書き込み、お手持ちのＡＥＤに

取り付け又は貼り付けて下さい。  

なお、表示ラベルは、準備が出来次第、提供されることとなっております。周囲のＡＥＤに表示ラベルが

取り付けられた後も表示ラベルが提供されない場合には、お手持ちのＡＥＤの販売業者等にお問い合わせ下

さい。  

Ｑ16 表示ラベルの取付け位置はどこがよいのですか。  

Ａ  通常設置された状態で表示ラベルに記載された電極パッドやバッテリの交換時期等の情報が確認できる

ように、配慮する必要があります。とくに 収納ボックス内に設置しているＡＥＤに表示ラベルを取り付け

る場合には、ボックスの扉を開けることなく、記載内容が確認できるように 、取り付け位置に注意して下

さい。  

また、表示ラベルによりインジケータが隠れることのないように注意して下さい。詳しくは販売業者等

にお問い合わせ下さい。  

（以下略） 

 （注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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図表１－(1)－③ 厚生労働省のホームページにおける日常点検を励行することについての周知、要請状況 

        （抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    （略） 
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （以下略） 
 
  （注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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○ 日常点検に関する事例 

 

 事例表１－(1)－① 

開庁日には毎日実施することが望まれる日常点検を、月に１回、週に１回などしか実施していな

い又は担当者が休暇を取得した日には点検が実施されていないもの（６官署６事例） 

事例番号（点検－１） 

調査対象官署名：旭川地方法務局（旭川地方合同庁舎西館３、４階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、平成 25年９月２日に「旭川地方法務局自動体外式除細動器管理要領（以下本事例

において「要領」という。）」を策定しており、要領では、「ＡＥＤの日常点検はインジケーターラ

ンプの色や表示により、正常に使用可能な状態にあることを日々確認する」こととされている。 

しかし、当該官署は、要領の様式において日常点検の実施頻度が週１回（毎週月曜日）と定めら

れていることから、日常点検を週１回しか実施していない。 

事例番号（点検－２） 

調査対象官署名：旭川財務事務所（旭川地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 
【事例の説明】 

 当該官署が設置している共用のＡＥＤの点検については、旭川地方合同庁舎警備業務仕様書に基

づき、庁舎警備員が管理庁の指示に基づき実施することとされているため、当該官署は、庁舎警備

員にＡＥＤの点検を実施させている。 

当該官署は、ＡＥＤの点検を庁舎警備員に実施させるに当たり、インジケーターランプや電極パ

ッドの確認等８項目のチェック事項を定めた「ＡＥＤチェック表」を作成し、庁舎警備員に点検結

果を記録させているが、当該チェック表において点検の実施頻度が月１回（毎月第一土曜日）と定

められていることから、日常点検を月１回しか実施していない。 

事例番号（点検－３） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったことから、日常点

検を週２回から３回しか実施していない。 

事例番号（点検－４） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったことから、共用・

専用のＡＥＤとも日常点検（インジケーターランプの確認等）を月１回しか実施していない。 
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事例番号（点検－５） 

調査対象官署名：北見運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、総務担当職員がインジケーターランプの確認及びＡＥＤ収納ボックス開放時の警報

音の吹鳴状況を確認しているが、週２回程度しか実施していない。 

事例番号（点検－６） 

調査対象官署名：釧路地方法務局帯広支局（帯広法務総合庁舎２階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署では、点検担当者（総務担当登記官）が１日１回、インジケーターランプの点滅を確

認する日常点検を行い、点検結果を記録しているが、点検担当者が１人のみとなっていることか

ら、点検担当者が休暇を取得した日には日常点検が実施されていない。このため、例えば、点検

担当者が夏季休暇を取得した平成 26 年９月においては、休日を挟み 14 日間連続で日常点検が実

施されていない。 

 
 

事例表１－(1)－② 

点検結果を記録していない又はＡＥＤごとの点検結果が分からないなど点検結果の記録が適切

でないもの（７官署７事例） 

事例番号（点検－７） 

調査対象官署名：旭川東税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 
 当該官署は、ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がある総務課の職員が毎日、目視によりインジ

ケーターランプを確認しているが、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかっ

たことから点検結果を記録していない。 

事例番号（点検－８） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 
当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったことから、点検結

果を記録していない。 

事例番号（点検－９） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 
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【事例の説明】 
当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったとことから、専用

のＡＥＤについての点検結果を記録していない。 

事例番号（点検－10） 

調査対象官署名：札幌開発建設部（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用２台（１階、５階） 

【事例の説明】 
 当該官署では、１階守衛室前に設置しているＡＥＤについては厚生担当職員が、５階診療所入口

に設置しているＡＥＤについては当該診療所に勤務する看護師が、それぞれ毎日インジケーターラ

ンプの点滅を確認しているが、点検結果が記録されていない。 

事例番号（点検－11） 

調査対象官署名：釧路運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 
当該官署では、点検担当者（総務企画担当）が１日１回、インジケーターランプの点滅を確認す

る日常点検を実施しているが、点検結果を記録する必要性について認識していなかったため、点検

結果が記録されていない。 

事例番号（点検－12） 

調査対象官署名：北見運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 
 当該官署では、日常点検として、総務担当職員がインジケーターランプの確認及びＡＥＤ収納ボ

ックス開放時の警報音の吹鳴状況を確認しているが、点検結果が記録されていない。 

事例番号（点検－13） 

調査対象官署名：札幌高等検察庁（札幌第３合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台、専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置、管理している３台のＡＥＤについては、１日１回、庁舎警備員が輪番で庁内を

巡視する際に、ＡＥＤ本体の外観やインジケーターランプの点滅を確認し、警備日誌に点検実施時

間を記録している。 

しかし、合同庁舎の１階、７階及び 14階に設置されている３台のうちの、いずれの階に設置さ

れているＡＥＤを点検した時間なのかが分からない記録内容となっている。 
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事例表１－(1)－③ 

電極パッドやバッテリーの交換時期等を記載する表示ラベルのＡＥＤ本体等への取付けや表示

ラベルの記録内容が適切でないもの（５官署５事例） 

事例番号（点検－14） 

調査対象官署名：旭川地方法務局（旭川地方合同庁舎西館３、４階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

 当該官署は、ＡＥＤの電極パッド及びバッテリーを交換しているにもかかわらず、ＡＥＤに取り

付けている表示ラベルを貼り替えていなかったため、日常点検時に、電極パッド及びバッテリーが

使用可能であることを適切に確認できる状態となっていない。 

 

    表    当該官署が設置しているＡＥＤの表示ラベルの記載内容 

表示ラベルに記載する内容 調査日現在の記載内容 本来記載すべき内容 

電極パッド使用期限 2014年 10月 2017年４月 

バッテリー装着日 2012年５月 11日 2014年６月６日 

    （注）本来記載すべき内容は当該官署が保管するＡＥＤ管理台帳により把握した。 

 

事例番号（点検－15） 

調査対象官署名：旭川東税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったことから、電極パ

ッド及びバッテリーの交換時期を記載する表示ラベルをＡＥＤ本体に取り付けていない。 

事例番号（点検－16） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったことから、電極パ

ッド及びバッテリーの交換時期を記載する表示ラベルをＡＥＤ本体に取り付けていない。 

事例番号（点検－17） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指示等がなかったとことから、専用

の１台について、電極パッド及びバッテリーの交換時期を記載する表示ラベルをＡＥＤ本体に取り

付けていない。 
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事例番号（点検－18） 

調査対象官署名：札幌東公共職業安定所（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署では、前回の交換時期に上部機関の北海道労働局から交換用の小児用パッドが送付され

た際、担当者が表示ラベルに次回交換時期を記載することを失念していたため、小児用パッドの表

示ラベルの次回交換時期が前回の交換時期（2013年４月）のままとなっている。 

 
 

事例表１－(1)－④ 

ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がない者又は受講歴が不明な者が点検を実施しているもの

（６官署６事例） 

事例番号（点検－19） 

調査対象官署名：札幌法務局札幌西出張所（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 
 日常点検の担当者については、ＡＥＤの使用に関する講習を受講していることが望ましいが、当

該官署では、ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴のある職員が出張所長のみとなっているため、講

習受講歴のない者が点検担当者（総務担当登記官）として日常点検を実施している。 
なお、当該官署の上部機関である札幌法務局は、「札幌法務局自動体外除細動器（ＡＥＤ）の管

理要領の運用について（依命通知）」（平成 24 年 11 月７日付け札会第 399 号）を策定し、ＡＥＤ

設置庁の点検担当者については、可能な限り普通講習又は簡易な救命講習のいずれかを受講した職

員を指名することとしている。  

事例番号（点検－20） 

調査対象官署名：札幌高等検察庁（札幌第３合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台、専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、庁舎警備員に１日１回の頻度で日常点検を実施させているが、点検実施者がＡＥＤ

の使用に関する講習を受講していることが望ましいことについて承知していなかったため、庁舎警

備員 18人（平成 26年度）についてのＡＥＤの使用に関する講習の受講歴を把握していない。 

事例番号（点検－21） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署の日常点検の担当者（総務課長）は、これまで上部機関である札幌国税局から特段の指

示等がなかったことから、ＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がない。 
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事例番号（点検－22） 

調査対象官署名：釧路労働基準監督署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、日常点検の担当者がＡＥＤの使用に関する講習を受講していることが望ましいこと

について承知していなかったため、過去にＡＥＤの使用に関する講習の受講歴がない者を日常点検

の担当者としている。また、点検補助者（業務課長）も平成 20年度に講習を受講したのみとなっ

ている。 

このため、平成 26年 10月から 12月の３か月間における開庁日 59日間のうち 54日間（91.5％）

においては、講習の受講歴がない者により点検が実施されている。 

事例番号（点検－23） 

調査対象官署名：釧路運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署の点検担当者（総務企画担当）は、平成 22年８月にＡＥＤを設置した際に販売業者に

より行われた実務講習会に参加しているが、26年 12月１日までの間、ＡＥＤの使用に関する講習

を受講していない。 

事例番号（点検－24） 

調査対象官署名：北見運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署の点検担当者（総務担当職員）は、インジケーターランプの確認及びＡＥＤ収納ボック

ス開放時の警報音の吹鳴状況を確認する日常点検を実施しているが、平成 26年 12月１日現在、Ａ

ＥＤの使用に関する講習を受講していない。 
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図表１－(2) 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成 25 年９月９日一般財団法人日本救急医

療財団）（抜粋） 

（略） 
３ ＡＥＤの施設内での配置方法  

（略）更に、日本の別の研究では、市民が心停止を目撃してから、119番通報（心停止を認識し行動する）ま

でに２、３分を要することが示されている。  

市民にその処置をゆだねるという性質上、ある程度高い救命率が期待できる状況で、ＡＥＤの使用を促す

必要があり、以下のように電気ショックまでの時間を短縮するような配置上の工夫が望まれる。 

(1) 目撃された心停止の大半に対し、心停止発生から長くても５分以内にＡＥＤの装着ができる体制が望ま

れる。そのためには、施設内のＡＥＤはアクセスしやすい場所に配置されていることが望ましい。たとえ

ば学校では、放課後のクラブ活動におけるアクセスを重視して、保健室より運動施設への配置を優先すべ

きである。  

(2) ＡＥＤの配置場所が容易に把握できるように施設の見やすい場所に配置し、位置を示す掲示、或いは位

置案内のサインボードなどを適切に掲示されていることが求められる。  

(3) ＡＥＤを設置した施設の全職員が、その施設内におけるＡＥＤの正確な設置場所を把握していることが

求められる。  

(4) 可能な限り 24 時間、誰もが使用できることが望ましい。使用に制限がある場合は、ＡＥＤの使用可能

状況について情報提供することが望ましい。  

(5) インジケーターが見えやすく日常点検がしやすい場所への配置、温度 （夏場の高温や冬場の低温）や

風雨による影響などを考慮し、壊れにくい環境に配置することも重要である 。  

 

（表３:ＡＥＤの施設内での配置に当たって考慮すべきこと）  

１ 心停止から５分以内に除細動が可能な配置  

・ 現場から片道１分以内の密度で配置  

・ 高層ビルなど、ではエレベーターや階段等の近くへの配置  

・ 広い工場などでは、ＡＥＤ配置場所への通報によって、ＡＥＤ管理者が現場に直行する体制、自転車や

バイク等の移動手段を活用した時間短縮を考慮  

２ 分かりやすい場所（入口付近、普段から目に入る場所、多くの人が通る場所、目立つ看板）  

３ 誰もがアクセスできる（カギをかけない、あるいはガードマン等、常に使用できる人がいる）  

４ 心停止のリスクがある場所（運動場や体育館等）の近くへの配置  

５ ＡＥＤ配置場所の周知（施設案内図へのＡＥＤ配置図の表示、エレベーター内パネルにＡＥＤ配置フロア

の明示等）  

６ 壊れにくく管理しやすい環境への配置 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 
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○ ＡＥＤの設置場所の表示、保管場所等に関する事例 

 

事例表１－(2)－① 

庁舎入口、庁舎内の入居官署案内板、エレベーターホール、エレベーター内等に、来庁者等のた

めにＡＥＤの設置場所等を分かりやすく周知する表示を行った方がよいと考えられるもの（16

官署 16事例） 

事例番号（表示－１） 

調査対象官署名：函館地方法務局（函館地方合同庁舎２、３階入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（３階登記部門待合所） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、函館地方合同庁舎内の既設の事務室案内図等の中に、

来庁者等のために３階登記部門待合所にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表

示を行った方がよいと考えられるものが認められた。 

① ２階エレベーターホールの事務室案内図 

② １階ロビー付近に設置されている入居官署案内板 

③ エレベーター内の入居官署案内板（３基） 

事例番号（表示－２） 

調査対象官署名：旭川地方法務局（旭川地方合同庁舎西館３、４階入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（３階登記部門待合所） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、旭川地方合同庁舎の既設の入居官署案内板等の中に、

来庁者等のために３階登記部門待合所にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表

示を行った方がよいと考えられるものが認められた。 
 

 
 

合同庁舎共用部分に設置されている案内板 当該官署が占用部分に設置している案内板 
① 合同庁舎入居官署の案内板（１階東棟守衛

カウンター前）の法務局掲示部分 
② 西棟エレベーターホール掲示板 
③ 西棟３階のエレベーター前フロア案内台 
④ 西棟３階のフロア案内図（壁面） 
⑤ 西棟３階の避難経路図（階段室側） 
⑥ 西棟エレベーター内の案内板（２基） 

⑦ ３階のフロア案内図（登記部門入口壁面） 
⑧ ３階エレベーターホールの部署案内図 
 

事例番号（表示－３） 

調査対象官署名：釧路地方法務局帯広支局（帯広法務総合庁舎２階入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（２階登記事項証明書発行窓口） 

- 38 - 

 



【事例の説明】 

① ＡＥＤが設置されている２階エレベーターホール（事務室入口前）に表示されているＡＥＤの

ステッカーについては、当局の調査日現在において、来庁者の目につきにくい事務室入口から離

れた位置に表示されているため、来庁者の目につきやすい位置に表示した方がよいと考えられ

る。 

② 当局の調査日現在において、次のとおり、帯広法務総合庁舎の共用部分の既設の入居官署案内

板等の中に、来庁者等のためにＡＥＤの設置フロアや設置位置を分かりやすく周知する表示を行

った方がよいと考えられるものが認められた。 

ⅰ）１階入口ホール（共用部分）の入居官署案内板 

ⅱ）エレベーター内の入居官署案内板（２基） 

事例番号（表示－４） 

調査対象官署名：北海道財務局（札幌第１合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用２台（１階北側ロビー、10階エレベーターホール） 
【事例の説明】 

当局の調査日現在において、次のとおり、札幌第１合同庁舎内の既設の入居官署案内板等の中に、

来庁者等のために２台の共用ＡＥＤの設置フロアや設置場所を分かりやすく周知する表示を行っ

た方がよいと考えられるものが認められた。 

① 庁舎地下１階及び２階から 17階のエレベーターホールの入居官署案内板（17か所） 

② 10階（ＡＥＤ設置フロア）北側及び南側の課室案内図 

③ 低層階用エレベーター内の入居官署案内板（１基） 

事例番号（表示－５） 

調査対象官署名：函館財務事務所（函館地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用１台（１階ロビー） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、函館地方合同庁舎の入口や既設の入居官署案内板等の

中に、来庁者等のために１階ロビーにＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を

行った方がよいと考えられるものが認められた。 

① 当該合同庁舎１階北側及び南側入口ドア付近 

② １階ロビー付近に設置されている入居官署案内板 

③ エレベーター内の入居官署案内板 

事例番号（表示－６） 

調査対象官署名：釧路財務事務所（釧路地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用１台（１階ロビー） 
【事例の説明】 

当局の調査日現在において、次のとおり、釧路地方合同庁舎内の既設の入居官署案内板等の中に、

来庁者等のために１階ロビーにＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行っ

た方がよいと考えられるものが認められた。 
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 ① 庁舎１階ロビー（ＡＥＤ設置階）入居官署案内板（１か所） 

 ② エレベーター内の入居官署案内板（４基） 

事例番号（表示－７） 

調査対象官署名：函館税関（函館港湾合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用２台（１階ロビー、５階エレベーターホール） 
【事例の説明】 

 当局の調査現在において、次のとおり、函館港湾合同庁舎の入口や既設の入居官署案内板等の中

に、来庁者等のために２台の共用ＡＥＤの設置情報を分かりやすく周知する表示を行った方がよい

と考えられるものが認められた。 

① 当該合同庁舎１階入口ドア付近 

② １階の入居官署案内板 

③ エレベーター内の入居官署案内板（２基） 

事例番号（表示－８） 

調査対象官署名：札幌国税局（札幌第２合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数(設置場所)：共用１台（１階合同庁舎管理室）、専用１台（９階診療所内） 
【事例の説明】 
 当局の調査日現在において、次のとおり、札幌第２合同庁舎の入口や既設の入居官署案内板等の

中に、来庁者等のために２台のＡＥＤの設置場所を分かりやすく周知する表示を行ったほうがよい

と考えられるものが認められた。 

① 合同庁舎１階西側入口ドア付近 

② 合同庁舎１階東側入口ドア付近 

③ 合同庁舎１階に設置されている入居官署案内板（西側及び東側） 

④ エレベーター内の入居官署案内板（４基） 

事例番号（表示－９） 

調査対象官署名：旭川東税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（２階総務課事務室） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、エレベーターホール等に来庁者等のために２階総務課

事務室にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行った方がよいと考えられ

るものが認められた。 

①  ＡＥＤ設置階（２階）のエレベーターホール（総合受付入口） 

②  エレベーター内の庁舎案内板（１基） 

事例番号（表示－10） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（１階総務課書庫内） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、入居庁舎の入口ドア等に、来庁者等のために１階総務
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課事務室にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行った方がよいと考えら

れるものが認められた。 

①  庁舎入口ドア 

②  庁舎１階入口ホールの階段付近に設置されている庁舎案内板 

事例番号（表示－11） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用１台（１階エントランス）、専用１台（２階事務室内） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、室蘭地方合同庁舎の既設の入居官署案内板等の中に、

来庁者等のために共用及び専用のＡＥＤそれぞれの設置場所を分かりやすく周知する表示を行っ

た方がよいと考えられるものが認められた。 

（共用及び専用のＡＥＤについての表示） 

○ エレベーター内の入居官署案内板（２基） 

（専用のＡＥＤについての表示） 

○ ２階事務室入口の自動ドア付近 

事例番号（表示－12） 

調査対象官署名：釧路労働基準監督署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（２階事務室） 
【事例の説明】 

 当局の調査日現在において、次のとおり、入居庁舎の既設の庁内案内図等の中に、来庁者等のた

めに２階事務室にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行った方がよいと

考えられるものが認められた。 

○ １階入口に設置の庁内案内図及び庁舎入口ドアのステッカー 

事例番号（表示－13） 

調査対象官署名：北見公共職業安定所（北見地方合同庁舎１、２階入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（２階事務室） 
【事例の説明】 

当局の調査日現在において、次のとおり、北見地方合同庁舎の既設の入居官署案内板等の中に、

来庁者等のために２階事務室にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行っ

た方がよいと考えられるものが認められた。 
 

共用部分 占用部分 

① 入口に掲示の案内板「階別入居官署名」 

② エレベーター内の案内板（１基） 

③ ４条通側職員通用口 

④ 「ハローワーク北見ご利用案内」 

事例番号（表示－14） 

調査対象官署名：苫小牧公共職業安定所（苫小牧港湾合同庁舎１～３階入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（１階事務室内） 

【事例の説明】 
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当局の調査日現在において、次のとおり、苫小牧地方合同庁舎の既設の入居官署案内板の中に、

来庁者等のために１階事務室内にＡＥＤが設置されていることを分かりやすく周知する表示を行

った方がよいと考えられるものが認められた。 

① １階入口ロビーの当該官署の案内板 

② エレベーター内の入居官署案内板（１基） 

事例番号（表示－15） 

調査対象官署名：札幌開発建設部（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用２台（１階守衛室前、５階診療所入口前） 
【事例の説明】 
 当局の調査日現在において、次のとおり、入居庁舎の既設の部署案内板等の中に、来庁者等のた

めに２台のＡＥＤの設置フロアや設置場所を分かりやすく周知する表示を行った方がよいと考え

られるものが認められた。 
① エレベーターホールの各階の部署案内板（７か所） 
② ＡＥＤ設置階（１階及び５階）のエレベーターホールのフロア案内図 
③ エレベーター内の部署案内板（１基） 

事例番号（表示－16） 

調査対象官署名：国営滝野すずらん丘陵公園事務所（その他施設） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用９台（公園内施設） 
【事例の説明】 

当該施設がＡＥＤを設置している施設のうち、次の施設については、入口が複数あることや、冬

季と夏季でＡＥＤの設置場所を変更しているため利用者が混乱するとして、ＡＥＤの設置を示す表

示が掲示されていない入口等があるが、当該施設の利用者のためにＡＥＤの設置場所を分かりやす

く周知する表示を行った方がよいと考えられものが認められた。また、既にＡＥＤの設置を示すス

テッカーが貼付されているものの中には、表示が劣化しているものがあった。 

 

 

（注） 当該施設のＡＥＤについては、当該施設の運営維持管理業務を受託している民間事業者が設

置し、管理している。 

区分 № ＡＥＤ設置施設名 表示がない場所 表示の劣化 

通年 

設置 

1 カントリーハウス 裏口ガラス扉 － 

2 こどもの谷虹の巣ドーム 冬季入口（３か所） 

（冬季閉鎖１か所を除く。） 

窓口に貼付して

いるステッカー 

3 森の交流館 ・本館入口（地下２階） 

・エレベーターホール 

・エレベーター内部（１基） 

－ 

冬季 

設置 

4 

 

スキーヤーズサロン ・正面入口ガラス扉 

・スキースクールカウンター 

－ 
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事例表１－(2)－② 

事務室の書庫内など来庁者等の目につきにくい場所にＡＥＤが保管されているもの（３官署３事

例） 

事例番号（保管－１） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（１階総務課書庫内） 
【事例の説明】 

 ＡＥＤの設置場所については、分かりやすく普段から目につきやすい位置に設置されていること

が望ましいが、当該官署は、このことについて十分承知していなかったため、ＡＥＤを１階総務課

の書庫の中に保管している。書庫の扉にはＡＥＤの設置を示すステッカーが貼付されているが、普

段は書庫の扉が閉められていることから、ＡＥＤそのものが見えない上、緊急時に来庁者等がすぐ

さま使用しにくい状態となっている。また、このＡＥＤの設置位置を示す「立置式表示プレート」

が、総務課入口のドアに視界をさえぎられているため、来庁者等の目につきにくい。 

事例番号２（保管－２） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：共用１台（１階エントランス）、専用１台（２階事務室内） 
【事例の説明】 

ＡＥＤの設置場所については、分かりやすく普段から目につきやすい位置に設置されているこ

とが望ましいが、当該官署は、このことについて十分承知していなかったため、専用のＡＥＤを

パーテーションや柱の陰となって来庁者等の目につきにくい２階総務課のカウンター上に置いて

いる。 

事例番号（保管－３） 

調査対象官署名：釧路労働基準監督署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数（設置場所）：専用１台（２階事務室） 
【事例の説明】 

ＡＥＤの設置場所については、分かりやすく普段から目につきやすい位置に設置されているこ

とが望ましいが、当該官署は、このことについて承知していなかったため、ＡＥＤを２階事務室

の書庫の中に保管している。書庫の扉にはＡＥＤの設置を示すステッカーが貼付されているもの

の、普段は書庫の扉が閉められていることから、ＡＥＤそのものが見えない上、緊急時に来庁者

等がすぐさま使用しにくい状態で保管されている。 
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図表１－(3) 「寒冷な環境下における自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等について」（平成 26

年 12 月 18日付け薬食安発 1218 第１号別記代表者宛て厚生労働省医薬食品局安全対策課

長通知） 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、救命救急で使用される際に、管理の不備により

性能を発揮できないなどの重大な事態の発生を防止するため、「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等

の実施について（再周知）」（平成 25 年９月 27 日付け医政発第 0927 第６号、薬食発 0927 第１号厚生労働

省医政局長・医薬食品局長通知）により、適切な維持管理について周知徹底をお願いしているところです。 

ＡＥＤについては、気温が氷点下になるなど寒冷な環境下においては、バッテリーの出力低下や電極パッド

の凍結等により、ＡＥＤが正しく作動しない可能性が指摘されています。 

ついては、貴社が製造販売するＡＥＤについて、ＡＥＤの設置者・購入者に対して、ＡＥＤの保管に当たっ

ては、氷点下とならないように保管するなど、製品の保管条件の遵守および適切な保管方法について、特に寒

冷地については直ちに情報提供するようお願いいたします。 

 

＜別記＞ 

 旭化成ゾールメディカル株式会社、オムロンヘルスケア株式会社、株式会社ＣＵ 日本光電工業株式会社、フ

ィジオコントロールジャパン株式会社 、株式会社フィリップスエレクトロニクスジャパン 

 (注) 下線は当局が付した。 
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２ 職員に対する講習の実施状況 

通  知 説明図表番号 

ガイドラインでは、教育と訓練によりＡＥＤを使用できる人材を増やすことの重要

性が示されており、ＡＥＤの設置施設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命

措置を必要とする現場に遭遇する可能性があるため、ＡＥＤを含む心肺蘇生の訓練を

定期的に受けておくことが必要とされている。それ以外の一般市民についても、心停

止の現場に遭遇する可能性があるため、できるだけ多くの市民がＡＥＤの使用法を含

む心肺蘇生法を習得していく必要があるとされている。 

 ＡＥＤの使用に関する講習（以下「講習」という。）の頻度については、厚生労働省

が平成 24年９月 21日に、各都道府県知事宛ての「非医療従事者による自動体外式除

細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成 16年７月１日付け医政発第 0701001号厚生

労働省医政局長通知。平成 24年９月 21日改正）により通知している。この通知では、

一定の頻度で心停止者に対応することが期待、想定される者及び一般市民を対象とし

た講習については、おおむね２年の間隔で定期的に実施されることが望ましいとされ

ている。また、総務省消防庁が都道府県知事宛てに通知している「応急手当の普及啓

発活動推進に関する実施要綱」（平成５年５月 30日付け消防庁次長通知）では、一般

市民を対象とした普通救命講習は、２年から３年間隔で定期的に実施することとされ

ている。 

このようなことから、ＡＥＤを設置している国の行政機関や共用のＡＥＤが設置さ

れている合同庁舎に入居する国の行政機関においても、緊急時に職員がＡＥＤの使用

による心肺蘇生法を実践できるようにするために、職員を対象とした講習が定期的に

実施されることが望まれる。 

 今回 25官署における職員に対する講習の実施状況について実地に調査した結果、以

下のとおり、14官署（56.0％）において職員に対する講習を定期的に実施していない

又は職員数に比べて講習受講者数が少ないものが認められた。 

なお、以下の事例の中には、当局の調査を契機に、各官署において必要な改善措置

が講じられたものを含んでいる。 

 

(1) 合同庁舎の管理官署における講習の実施状況 

   当局が意見を聴取した札幌市消防局では、一般市民が救命措置を必要とする現場

に遭遇した場合、第一発見者等の複数の者が救命活動（119番への通報、心肺停止

者の意識や呼吸の確認、胸骨圧迫、ＡＥＤの準備・使用等）に当たることがその後

の存命率にも影響するため、不特定多数の者が利用する施設の関係者が救命講習等

を定期的に受講することは有効であるとしている。 

不特定多数の者が訪れる合同庁舎に入居する官署の職員は、ＡＥＤを用いた救命

措置を必要とする現場に遭遇する可能性があり、できるだけ多くの入居官署の職員

が救命活動を行えるようにするため、合同庁舎の管理官署には、自官署の職員を含

めた全入居官署の職員（以下「入居官署の職員」という。）を対象とした講習を定

期的に実施することが期待される。 

今回共用のＡＥＤを設置している合同庁舎の管理官署 10 官署における講習の実

施状況を調査した結果、直近３年間（平成 24 年４月１日から 26 年 12 月１日まで

図表２－① 

（再掲） 

 

 

 

 

図表２－② 

（再掲） 

 

 

 

 

図表２－③ 

（再掲） 
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の間）に入居官署の職員を対象とした講習を実施しているものが４官署（40.0％）

ある一方で、次のとおり、入居官署の職員を対象とした講習を定期的に実施してい

ないものが６官署（60.0％）認められた。 

① ＡＥＤを設置後、入居官署の職員を対象とした講習を１回も実施していないも

の（３官署） 

② 自官署の職員のみを対象とした講習しか実施していないもの（２官署） 

③ 入居官署の職員を対象とした講習を実施しているが、直近３年間に実施してい

ないもの（１官署） 

上記①から③の６官署が入居官署の職員を対象とした講習を定期的に実施して

いない理由は、ⅰ）庁舎警備員等がＡＥＤを操作することとしていたためとしてい

るものが４官署、ⅱ）前任の担当者からの引継もなく、入居官署の職員を対象とし

た講習を実施する必要性を認識していなかったためとしているものが１官署、ⅲ）

自官署の職員が入居官署職員の約８割を占めることから、自官署の職員のみを対象

とした講習を実施することで緊急時に対応可能と考えていたためとしているもの

が１官署となっている。 

なお、上記①から③までの管理官署以外の当該合同庁舎に入居する官署の中に

は、ＡＥＤの使用に関する講習を自ら実施しているものがあるほか、管理官署が主

催する講習の実施を希望するものや今後自ら講習を実施することについて検討す

るとしているものもみられ、合同庁舎の管理官署が各入居官署の意向や意見を確認

し、入居官署の職員を対象とした講習を積極的に実施することが望まれる。 

 

(2) 単独庁舎等に入居する官署における講習の実施状況 

来庁者が多いと考えられる単独庁舎等に入居し専用のＡＥＤを設置、管理してい

る官署（合同庁舎に入居し、専用のＡＥＤを設置している官署を含む。）15官署に

おける講習の実施状況を調査した結果、直近３年間に自官署の職員を対象とした講

習を実施しているものが７官署（46.7％）ある一方で、次のとおり、自官署の職員

を対象とした講習を定期的に実施していない又は定期的に講習を実施しているが、

職員数に比べて講習受講者数が少ないと考えられるものが８官署（53.3％）認めら

れた。 

① ＡＥＤを設置後、自官署の職員を対象とした講習を１回も実施していないもの

（４官署） 

② 直近３年間に自官署の職員を対象とした講習を実施しているが、職員数に比べ

て講習受講者数が少ないと考えられるもの（４官署）。 

上記①の４官署が自官署の職員を対象とした講習を定期的に実施していない理

由については、ⅰ）自官署の職員を対象とした講習を実施する必要性を認識してい

なかったためとしているものが２官署、ⅱ）過去に講習受講歴のある者が在籍して

いるためとしているものが１官署、ⅲ）職員数が少ない窓口機関であり、講習を受

講させる機会を確保できなかったとしているものが１官署となっている。 

上記②の４官署において職員数に比べて受講者数が少なくなっている理由につ

いては、ⅰ）職員数が少ない窓口機関であり、講習を受講する機会を確保できなか

ったとしているものが２官署、ⅱ）過去に講習受講歴のある者が在籍しているため
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としているものが１官署、ⅲ）特定の職員を受講させることで足りると考えていた

ためとしているものが１官署となっている。 

 

 上記(1)及び(2)のような事例がみられる原因は、各官署がガイドラインで示されて

いるＡＥＤを使用できる人材を増やすことの重要性や必要性について十分に理解、認

識していないことによると考えられる。また、職員数が少ない窓口機関等については、

自官署の職員を消防機関等が一般市民向けに開催している講習に計画的に参加させる

ことなどを検討すべきではないかと考えられる。 

このため、ＡＥＤを設置している官署は、今後、ガイドラインで周知されている内

容についての理解、認識を深め、職員が講習を受講する機会を確保することが望まれ

る。 

 

 したがって、関係行政機関は、多くの職員が緊急時にＡＥＤの使用による心肺蘇生

法を実践できるようにする観点から、下部機関を含め、次の措置を講じる必要がある。 

① 共用のＡＥＤを設置している合同庁舎の管理官署のうち、入居官署の職員を対象

とした講習を定期的に実施していないところについて、できるだけ多くの入居官署

の職員が講習を受講する機会を設けること。（札幌高等検察庁、北海道財務局、函館

税関、札幌国税局） 

② 専用のＡＥＤを設置している単独庁舎等に入居する官署のうち、自官署の職員を

対象とした講習を定期的に実施していないところ又は職員数に比べて講習受講者数

が少ないところについて、できるだけ多くの職員が講習を受講する機会を設けるこ

と。（札幌法務局、札幌国税局、北海道労働局、北海道開発局、北海道運輸局） 
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（説 明） 

 

図表２－① 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成 25 年９月９日一般財団法人日本救急医療

財団）（抜粋） 

（略） 

６ ＡＥＤの使用の教育・訓練の重要性 

ＡＥＤの設置を進めるだけでは、必ずしも十分な救命率の改善を望めない。設置されたＡＥＤを維持管理

し、いつでも使えるようにしておくことが必要である。次に、設置施設の関係者や住民等にそのＡＥＤの設

置場所を周知させる努力も欠かせない 。 

そして、教育と訓練によりＡＥＤを使用できる人材を増やすことも忘れてはならない。心肺蘇生法講習会

を受けることで市民の救命意識は向上し、心肺蘇生の実施割合が増加することが報告されている。心肺蘇生

法の普及、実施割合が不十分な現状、ＡＥＤがあったにもかかわらず、使用されない事例の報告が知られて

いる、ＡＥＤを有効に活用し、心停止例の救命率を向上させるために、従来以上に心肺蘇生法講習会を積極

的に展開し、一般市民の心肺蘇生法に対する理解を深め、ＡＥＤを用いた心肺蘇生法を行うことができる人

材を増やす必要がある。教育と訓練に当たっては、ＡＥＤ設置施設の関係者とそれ以外の一般市民に分けて

対策を進めることが有効かつ効率的と思われる。 

(1) ＡＥＤ設置施設関係者に対する教育と訓練 

ＡＥＤ設置施設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命処置を必要とする現場に遭遇する可能性

があるため、日ごろから施設内の最寄りのＡＥＤ設置場所を把握しておくとともに、ＡＥＤを含む心肺蘇

生の訓練を定期的に受けておくこと必要がある。合わせて、突然の心停止が発生した際の傷病者への対応

を想定した訓練を行うことが望まれる 。 

(2) それ以外の一般市民に対する教育と訓練 

ＡＥＤ設置施設関係者以外でも、心停止の現場に遭遇する可能性があるため、できるだけ多くの市民が

ＡＥＤの使用法を含む心肺蘇生法を習得していく必要がある。これまで、多大な労力とコストを要するこ

とが心肺蘇生法普及の障害の一つとなってきたが、近年、良質な胸骨圧迫とＡＥＤによる早期の電気ショ

ックの重要性が強調されるとともに、胸骨圧迫のみの心肺蘇生とＡＥＤの組み合わせの有効性が示されて

いる。胸骨圧迫のみに心肺蘇生法を単純化することによって、短時間の教育でも一般市民が、心肺蘇生法

とＡＥＤの使い方を習得できることが示されている。中でも、ＡＥＤが使用可能な状況下では、胸骨圧迫

の実施と、ＡＥＤを用いた早期電気ショックが効果的であることは実証されており、全ての国民が、少な

くとも胸骨圧迫とＡＥＤの使用を実践できるように、更なる心肺蘇生法の教育・普及が求められている。 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 
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図表２－② 「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成 16年７月１日付

け医政発第 0701001号各都道府県知事宛て厚生労働省医政局長通知）（抜粋） 

（略） 

３ 一般市民を対象とした講習 

  ＡＥＤの使用に関する講習については、救命の現場に居合わせてＡＥＤを使用する一般市民が心停止者の

安全を確保した上で積極的に救命に取り組むため、その受講が勧奨されるものであること。 

  講義の内容及び時間数については、別添１によることが適当であること。 

なお、講習の受講に当たっては、受講する者に過度の負担を生じさせることなく、より多くの国民にＡＥ

Ｄの使用を普及させる観点から、講師の人選、生徒数、実習に用いるＡＥＤの数等を工夫の上、講義と実習

を組み合わせることにより、概ね３時間程度で、必要な内容について、効果的な知識・技能の修得に努める

こと。 

（略） 

 

別添１ 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)を使用する非医療従事者(一般市民)に対する講習 
 

【一般目標】 

１ 救命の連鎖と早期除細動の重要性を理解する 

２ 効果的な心肺蘇生が実施できる 

３ 正しくＡＥＤを作動させ、安全に使用できる 

【講習内容】 

【留意事項】 

○ 講習対象者に応じたシナリオの作成等、講習内容の創意工夫をおこなうこと。 

○ 心肺蘇生とＡＥＤ使用方法のシナリオは小児(乳児を除く)への対応が包括されること。 

○ 概ね２年の間隔で定期的な再講習が望ましいこと。 

○ 効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と用いる教材・機材等の配置については５:１以内が望まし

いこと。 

○ 効果的かつ質の高い実習を行うために、受講者と指導者の配置については 10:１以内が望ましいこと。 

○ 講習時間については、講習目標に達することを前提として教材・機材や指導者数により柔軟に対応するこ

と。 

（以下略） 

大項目 小項目 到達目標 
時間例

(分) 

イントロダ

クション 

コースの概説 

救命の連鎖の重要性 

救命の連鎖(心停止の予防を含む)の重要性を理解

する 

通報により口頭指導が得られることを理解する 

15 

心 肺 蘇 生

（実技） 

反応の確認、通報、呼吸の確認 

胸骨圧迫（心臓マッサージ） 

気道の確保と人工呼吸 

シナリオに対応した心肺蘇生 

反応の確認、早期通報、呼吸の確認(死戦期呼吸含

む)が実施できる 

有効な胸骨圧迫が実施できる 

気道の確保と人工呼吸が実施できる 

シナリオに対応した心肺蘇生の実施ができる 

10 

15 

15 

10 

休憩   15 

ＡＥＤの使

用（実技） 

ＡＥＤの使用方法(ビデオある

いはデモ) 

指導者による使用方法の実際

の呈示 

ＡＥＤの実技 

ＡＥＤの電源の入れ方とパッドの装着方法を理解

する 

ＡＥＤの使用方法と注意点を理解する 

シナリオに対応して、安全にＡＥＤを使用できる 

10 

10 

35 

知識と実技

の確認 

シナリオを使用した知識と実

技の確認 

様々なシナリオに対応した心肺蘇生法やＡＥＤが

実施できる 

45 

講習時間計（例） 180 

 （注） 下線は当局が付した。 
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図表２－③ 「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」（平成５年３月30日付け消防救第

41号都道府県知事宛て消防庁次長通知）（抜粋） 

（略） 

４ 住民に対する普及講習の種類  

(1)  住民に対する標準的な講習は、次に掲げるものとし、そのカリキュラム、講習時間等については別表１、

別表１の２、別表１の３及び別表２のとおりとする。 

 

講習の種別 主な普及項目 

普通救命講習 

Ⅰ 心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法 

Ⅱ 
心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法  

(注)受講対象者によっては、小児、乳児、新生児に対する心肺蘇生法とする。 

Ⅲ 心肺蘇生法（主に小児、乳児、新生児を対象）、大出血時の止血法 

上級救命講習 
 心肺蘇生法（成人、小児、乳児、新生児を対象）、大出血時の止血法、傷病者

管理法、外傷の手当、搬送法 
 

(2) 住民に対する応急手当の導入講習である「救命入門コース」の主な普及項目は、胸骨圧迫及びＡＥＤの

取扱いとする。また、そのカリキュラム、講習時間等については別表３のとおりとする。 

（略） 
 

別表１ 普通救命講習Ⅰ 

１ 到達目標 １ 心肺蘇生法 (主に成人を対象 )を、救急車が現場到着するのに要する時間程度で

きる。 

２ 自動体外式除細器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。 

３ 異物除去法及び大出血時の止を理解できる。 

２ 標準的な実施要領 

 

１ 講習については、実習を主体とする。 

２ １クラスの受講者数の標準は、30名程度とする。 

３ 訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。 

４ 指導者１名に対して受講者は 10名以内とすることが望ましい。 

 

項目 細目 時間（分） 

応急手当の重要性 
応急手当の目的・必要性 (心停止の予防 

等を含む )等 
15 

救命に必要な応急

手当 （主に成人に

対する方法) 

 

心肺蘇生法 

基本的心肺蘇生

法（実技） 

反応の確認、通報 

165 

胸骨圧迫要領 

気道確保要領 

口対人工呼吸法 

シナリオに対応した心肺蘇生法 

ＡＥＤの使用法 

ＡＥＤの使用方法（ビデオ等） 

指導者による使用法の呈示 

ＡＥＤの実技要領 

異物除去法 異物除去要領 

効果確認 心肺蘇生法の効果確認 

止血法 直接圧迫止血法 

合計時間 180 

 

備考 
１２年から３年間隔での定期的な再講習を行うこと。 

２ e-ラーニングを活用した講習や普及時間を分割した講習を可能とする。 

 

（別表１の２（普通救命講習Ⅱ）及び別表１の３（普通救命講習Ⅲ）は略） 
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別表３ 救命入門コース 

１ 到達目標 
１ 胸骨圧迫を救急車が現場到着するのに要する時間程度できる。 

２ 自動体外式除細器（ＡＥＤ）を使用できる 。 

２ 標準的な実施要領 

１ 講習については、実習を主体とする。 

２ 訓練用資機材一式に対して受講者は５名以内とすることが望ましい。 

３ 指導者１名に対して受講者は 10名以内とすることが望ましい。 

 

項目 細目 時間（分） 

応急手当の重要性 
応急手当の目的・必要性 (心停止の予防 

等を含む )等 

90 

救命に必要な応急

手当 （主に成人に

対する方法) 

 

心肺蘇生法 

基本的心肺蘇生

法（実技） 

反応の確認、通報 

胸骨圧迫要領 

気道確保要領(呈示又は体験) 

口対人工呼吸法(呈示又は体験) 

シナリオに対応した反応の確認から胸骨

圧迫まで 

ＡＥＤの使用法 

ＡＥＤの使用方法（口頭又はビデオ等） 

指導者による使用法の呈示 

ＡＥＤの実技要領 

合計時間 
 

備考 普及時間を分割した講習を可能とする。 

 
（以下略） 
 

 （注）下線は当局が付した。 
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○ 講習に関する事例（合同庁舎の管理官署） 

 

  事例表２－(1)－① 

ＡＥＤを設置後、入居官署の職員を対象とした講習を１回も実施していないもの（２官署２事例） 

事例番号（講習－１） 

調査対象官署名：札幌高等検察庁（札幌第３合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台、専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、前任の担当者から引継がなかったことを理由に、札幌第３合同庁舎に共用のＡＥＤ

を設置した平成 21年１月以降、自官署の職員を含めた入居官署の職員を対象とした講習を１回も

実施していない（注）。 

なお、札幌第３合同庁舎に入居する他の８官署のうち１官署は、過去３年間に１回以上、自官署

の職員を対象としたＡＥＤの使用に関する講習を自ら実施している。過去３年間に講習を実施し

ていない７官署のうち４官署では、今後、自官署の職員に対する講習の実施について検討すると

しており、講習を実施する必要性についての認識を深めている入居官署がある。 

(注)  当該官署は、消防機関等を招いた救命講習等は実施していないが、防災訓練の一環として、毎

年度、異動してきた者等を札幌市民防災センターに派遣し、同センターの救急体験コーナーでＡ

ＥＤを使用した心肺蘇生を体験させている。 

事例番号（講習－２） 

調査対象官署名：釧路財務事務所（釧路地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、釧路地方合同庁舎警備業務の委託契約において庁舎警備員がＡＥＤの点検、操作を

行うことを条件（注１）として付していることから、自官署の職員を含め入居官署の職員がＡＥＤ

を操作することを想定しておらず、合同庁舎にＡＥＤを設置した平成 19年 12月以降、自官署職員

（注２）を含めた入居官署職員を対象とした講習を１回も実施していない（注２）。 

なお、当該官署以外の入居官署７官署のうち４官署は、過去３年間に１回以上、自官署の職員を

対象とした講習を自ら実施している。過去３年間に講習を実施していない３官署のうち２官署で

は、今後、講習の実施について検討するとしており、講習を実施する必要性についての認識を深め

ている入居官署がある。 

 

（注１） 庁舎警備員については、全員が「普通救命講習」の受講を終了し、ＡＥＤの操作並びに心肺

蘇生法が行える者であることが条件とされている。 

（注２）  当該官署は、自官署の職員に対して、防災訓練の一環として、平成 26 年９月に２回、釧路

市消防本部が主催する体験学習に職員（24人）を参加させ、心肺蘇生法・ＡＥＤトレーニング

（約 30分、代表者が実技を体験）を体験させている。 
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事例表２－(1)－② 

自官署の職員のみを対象とした講習しか実施していないもの（２官署２事例） 

事例番号（講習－３） 

調査対象官署名：函館税関（函館港湾合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台 
【事例の説明】 

 当該官署は、函館港湾合同庁舎入居官署職員全体の約８割を当該官署の職員が占めることから、

緊急時には当該官署の職員のみで対応が可能であるとして、自官署職員のみを対象とした講習しか

実施していない。 

 なお、当該合同庁舎の入居官署の中には、管理官署において講習を実施することを望んでいるも

のがみられる。 

事例番号（講習－４） 

調査対象官署名：札幌国税局（札幌第２合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 

【事例の説明】 

 当該官署は、ＡＥＤの使用が必要な場合、札幌第２合同庁舎９階の国税局医務室の医師及び看護

師（計９人）が対応できるとして、自官署職員のみを対象とした講習しか実施していない。 

 なお、当該合同庁舎の入居官署の中には、自らＡＥＤを設置していないものの、今後講習の実施

について検討したいとしているものがみられる。 
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事例表２－(1)－③ 

入居官署職員を対象とした講習を実施しているが、直近３年間に実施していないもの（２官署２

事例） 

事例番号（講習－５） 

調査対象官署名：北海道財務局（札幌第１合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台 
【事例の説明】 

当該官署は、合同庁舎に共用のＡＥＤを設置した平成 19年度及び 23年度に、それぞれ自官署職

員及び入居官署職員を対象としたＡＥＤの使用に関する講習を実施している。 

しかし、当該官署は、合同庁舎警備業務の委託契約において庁舎警備員がＡＥＤの点検、操作を

行うことを条件（注）として付していることから、自官署の職員を含め入居官署の職員がＡＥＤを

操作することを想定しておらず、平成 24 年度以降は自官署職員を含めた入居官署職員を対象とし

た講習を実施していない。 

 なお、当該官署以外の入居官署 15 官署のうち９官署は、直近３年間に１回以上、自官署の職員

を対象とした講習を自ら実施している。また、直近３年間に講習を実施していない６官署のうち１

官署では、合同庁舎主催の講習の実施を要望し、５官署では、講習の実施について検討するとして

おり、講習を実施する必要性についての認識を深めている入居官署がある。 

(注) 庁舎警備員については、半数以上が「普通救命救急講習Ⅰ」以上の救命技能を有する者で、常

駐で複数配置できることが条件とされている。 

事例番号（講習－６） 

調査対象官署名：北海道財務局小樽出張所（小樽地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、合同庁舎に共用のＡＥＤを設置した翌年の平成 21年度に、自官署職員及び入居官

署職員を対象としたＡＥＤの使用に関する講習を実施している。 

しかし、当該官署は、小樽地方合同庁舎警備業務の委託契約において庁舎警備員がＡＥＤの点検、

操作を行うことを条件（注）としていることから、自官署の職員を含め入居官署の職員がＡＥＤを

操作することを想定しておらず、平成 22 年度以降は自官署職員や入居官署職員を対象としたＡＥ

Ｄの使用に関する講習を実施していない。 

なお、当該官署を除く合同庁舎に入居している９官署のうち、これまで１回も講習を実施（受講）

していないものが３官署あるが、このうち合同庁舎の管理官署が主催する講習の開催を望むものが

１官署、自ら講習を実施することについて検討するとしているものが２官署ある。 

（注） 庁舎警備員については、全員が「普通救命講習Ⅰ又はⅡ」の受講を終了している。 
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○ 講習に関する事例（単独庁舎等入居官署） 

 

事例表２－(2)－① 

ＡＥＤを設置後、自官署の職員を対象とした講習を１回も実施していないもの（４官署４事例） 

事例番号（講習－７） 

調査対象官署名：札幌法務局札幌西出張所（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 
 当該官署は、講習の必要性について認識していなかったため、ＡＥＤを設置した平成 22 年３月

以降、自官署職員を対象とした講習を１回も実施していない。 

事例番号（講習－８） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、平成 20年に、上部機関である札幌国税局が開催したＡＥＤの使用に関する講習に

行（二）職員（運転手）を出席させている。この講習の受講者（１人）が当局の調査日現在も在籍

していることから、ＡＥＤを設置した平成 21 年３月以降、自官署職員を対象とした講習を１回も

実施していない。 

事例番号（講習－９） 

調査対象官署名：釧路運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、平成 22 年８月にＡＥＤを設置した際に、当時の在職職員を販売業者により実施さ

れた実務講習会に参加させているが、ＡＥＤの使用に関する講習を定期的に実施することの必要性

について認識していなかったため、それ以降、26年 12月１日までの間、自官署職員を対象とした

ＡＥＤの使用に関する講習を 1回も実施していない（注１及び注２）。 

（注１） 当該官署は、当局の調査を契機にＡＥＤの使用に関する講習の重要性等を認識し、平成 27 年

２月２日に釧路市消防本部から講師を招き、講習を実施している（在職職員 35人中 12人が受

講）。 

（注２） 当該官署は、毎年度、防災訓練の一環として、異動してきた職員等を釧路市消防本部（釧路

市防災センター）の体験学習に参加させ、心肺蘇生法・ＡＥＤトレーニングを体験させている。 

事例番号（講習－10） 

調査対象官署名：北見運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
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【事例の説明】 

 当該官署は、平成 22 年８月にＡＥＤを設置した以降、26 年 12 月１日までの間、自官署職員を

対象としたＡＥＤの使用に関する講習を実施していない。 

 当該官署では、少数官署（職員数 17人）であり窓口業務が中心であることから、職員が勤務時

間中に一度に業務を離れることが困難であるとして、これまでは受講者が 10 人以上必要とされる

消防機関を招いた講習を受けさせることができなかったとしている。 

 なお、当該官署は、当局の調査を契機に、平成 27 年２月及び３月の勤務時間終了後に、消防署

に職員を派遣してＡＥＤ講習を受講させることとしており、26 年度内に６人の職員がＡＥＤの使

用に関する講習を受講する予定となっている。 

 
 

事例表２－(2)－② 

直近３年間に自官署の職員を対象とした講習を実施しているが、職員数に比べて講習受講者数が

少ないと考えられるもの（４官署４事例） 

事例番号（講習－11） 

調査対象官署名：釧路労働基準監督署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、職員数が少ないため、執務時間中にＡＥＤの使用に関する講習を受講させる機会を

確保することが困難として自官署職員を対象とした講習を実施しておらず、毎年度１回、上部機関

である北海道労働局が開催する庶務・会計経理担当者会議に庶務担当者を１名程度出席させ、同会

議において実施されるＡＥＤの使用に関する講習（普通救命講習）を受講させている。 

しかし、平成 26 年 12 月 1 日現在の常勤職員数 21 人のうち、同講習の受講歴がある者は５人

（23.8％）となっており、このうち直近３年間に受講歴がある者は２人（9.5％）のみとなってい

る。 

事例番号（講習－12） 

調査対象官署名：苫小牧公共職業安定所（苫小牧港湾合同庁舎１～３階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

 当該官署は、過去の勤務官署でＡＥＤの使用に関する講習したことがある者（４人）が在籍して

いることから、自官署職員を対象とした講習を実施していないが、職員数（平成 26年 12月 1日現

在 62人）に比べ受講歴がある者（6.5％）が少ないと考えられる。 

なお、当該官署の上部機関である北海道労働局は、毎年度５月に庶務・会計経理担当者会議を開

催し、この際に普通救命講習を実施しているが、平成 24 年度以降、当該官署の総務担当者は、業

務多忙で当該講習を受講していない。 
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事例番号（講習－13） 

調査対象官署名：北見公共職業安定所（北見地方合同庁舎１、２階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、職員数が少ないため、執務時間中にＡＥＤの使用に関する講習を受講させる機会を

確保することが困難として自官署職員を対象とした講習を実施しておらず、上部機関である北海道

労働局が毎年度５月に開催する庶務・会計経理担当者会議に担当者１人を出席させ、同会議におい

て実施される普通救命講習を受講させている。また、当該官署が入居する合同庁舎の管理官署が主

催するＡＥＤ講習（平成 26年 10 月開催）に、庶務課長１人を参加させている。 

しかし、調査日現在の当該官署の職員数は 50人（うち 34人は非常勤職員）であることから、講

習受講者２人は、職員数に比べて少ないと考えられる。 

事例番号（講習－14） 

調査対象官署名：札幌開発建設部（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用２台（１階守衛室前、５階診療所前） 
【事例の説明】 

 当該官署は、毎年１回、全職員を対象とした自衛消防訓練（２時間程度）を実施しており、この

中で、１時間程度のＡＥＤ講習会を開催している。ＡＥＤ講習会には、見学者を含め 20人から 50

人程度の職員が参加している。 

 しかし、当該自衛消防訓練において、実際にＡＥＤを用いた使用方法の実技訓練を行うことがで

きる職員は、参加者のうち応急救護班に所属する９人程度（１班３人×３班編成）であることから、

当該自衛消防訓練においてＡＥＤの使用方法を実地に習得する機会のある職員は、職員全体（578

人（常勤 538人、非常勤 40 人））の 1.6％となっており、職員数に比べて講習受講機会のある職員

数が少ないと考えられ、職員へのＡＥＤ講習の受講機会の拡大が望まれる。 

 ＡＥＤ講習の受講機会の拡大について、当該官署では、講習の必要性は認識していたが、実技訓

練を特定の職員だけで行うことで足りると考えていたとしており、今後は講習の開催回数を増やす

等により、ＡＥＤの使用方法を職員が実地に習得する機会を拡大したいとしている。 
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３ ＡＥＤの設置情報の登録、公表の状況 

通  知 説明図表番号 

一般財団法人日本救急医療財団（以下「財団」という。）は、ＡＥＤの設置者に対

して、ＡＥＤの製造販売業者等を通じてＡＥＤの設置場所等に関する情報（以下「Ａ

ＥＤの設置情報」という。）を財団へ登録するよう要請しており、ＡＥＤの設置者の

同意の下に、財団のホームページ上で全国のＡＥＤの設置情報を公開している。 

厚生労働省は、平成 21年通知の添付文書において、ＡＥＤの設置情報を財団へ登

録することの目的、意義等について、次のとおり周知している。 

① 平成 19年以降、ＡＥＤの設置情報について製造販売業者等を通じて財団へ登録

するよう依頼していること。 

② ＡＥＤの設置情報を財団のホームページ上で公開することで、地域の住民や救

急医療に関わる機関があらかじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所について把握

し、必要な時にＡＥＤが迅速に使用できるよう取り組んでいること。 

③ ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、製造販売業者か

ら迅速・確実に情報が得られるよう、ＡＥＤの設置情報を登録していない場合又は

変更した場合は財団への登録を積極的に実施するようお願いしていること。 

また、厚生労働省は、同省のホームページ上においても、地域住民、救急医療に

関わる機関が必要な時に迅速に対応するために、あらかじめＡＥＤの設置情報を把

握することや製造販売業者からのリコール等の安全性情報を迅速・確実に受けるこ

とが重要であるとして、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録するよう周知、要請してい

る。 

 以上のようなＡＥＤの設置情報を財団に登録することの目的、意義等を踏まえる

と、国の行政機関におけるＡＥＤの設置情報についても漏れることなく財団へ登録

される必要がある。また、ＡＥＤの設置情報を一般市民に対して提供する手段の一

つとして、できるだけ多くの国の行政機関のホームページ上で公表されることが望

まれる。 

 今回調査対象とした 25官署におけるＡＥＤの設置情報の財団への登録状況及び自

官署のホームページ上でのＡＥＤの設置情報の公表状況について実地に調査した結

果、以下のとおり、21 官署（84.0％）においてＡＥＤの設置情報が財団へ登録され

ていない又は登録しているが登録内容が適当でないものが認められた。また、ＡＥ

Ｄの設置情報をホームページ上で公表していないものが 22官署（88.0％）あった。 

 なお、以下の事例の中には、当局の調査を契機に、各官署において必要な改善措

置が講じられたものを含んでいる。 

 

(1) ＡＥＤの設置情報の財団への登録状況 

財団のホームページによると、ＡＥＤの設置情報の財団への登録手続について

は、製造販売業者を通じて行われており、登録情報の種類は、ＡＥＤごとに、ⅰ）

設置年月日、ⅱ）設置者の名称及び公共団体、民間企業等の種別、ⅲ）設置場所

の住所、名称（施設名）、カテゴリー（種別）、設置位置及び設置目的となってい

る。このうち、ＡＥＤの設置者が同意した場合は、名称（施設名）、住所、ＡＥ

Ｄの設置位置及び設置台数が財団のホームページ上で公表されており、財団のホ
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ームページの閲覧者は、登録されている住所や施設名、設置場所のカテゴリーに

よりＡＥＤが設置されている施設を検索できるようになっている。また、設置場

所のカテゴリーは 16 区分あり、国の行政機関については、海上保安庁や防衛省

を除き、多くのものが「その他の不特定多数が利用する公的施設」のカテゴリー

で登録されている。 

調査対象とした 25 官署のうち、次のとおり、20 官署（80.0％）においてＡＥ

Ｄの設置情報を財団へ登録していないもの又は登録はされているが、設置位置が

財団のホームページ上で公表されていないなど登録内容が適当でないものが認

められた。 

① 保有する全てのＡＥＤの設置情報を財団へ登録していないもの（８官署） 

② 保有するＡＥＤの全部又は一部の設置情報を登録しておらず、かつ、ⅰ）登

録されているＡＥＤの設置場所のカテゴリーが「会社・事業所」となっている

など登録内容が適当でない、ⅱ）更新前のＡＥＤの設置情報が登録されたまま

であり、設置場所のカテゴリーも「その他の不特定多数が利用する民間施設」

となっているなど登録内容が適当でないもの（４官署） 

 ③ 保有する全てのＡＥＤの設置情報が財団へ登録されているが、ⅰ）設置位置

の情報が財団のホームページ上で公表されていない、ⅱ）設置場所のカテゴリ

ーが「会社・事業所」や「その他」の区分で登録されている、ⅲ）既に廃棄さ

れたＡＥＤが登録されたままとなっているなど登録内容が適当でないもの（８

官署） 

   上記①及び②の官署（延べ 12官署）が、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録して

いない理由については、ⅰ）財団へ登録する必要性を認識していなかったため

としているものが４官署（33.3％）、ⅱ）上部機関が登録手続を行わなかったた

めとしているものが３官署（25.0％）、ⅲ）登録要件を誤認していたとしている

ものが２官署（16.7％）、ⅳ）ＡＥＤ設置当時の担当者が異動している等のため

理由が不明としているものが２官署（16.7％）、ⅴ）登録手続を失念していたと

しているものが１官署（8.3％）となっている。また、上記②及び③の官署（延

べ 12官署）では、現状のような登録内容となっている理由について、ＡＥＤの

設置当時の担当者が異動している等のため不明であるとしている。 

このように財団へＡＥＤの設置情報が登録されていない事例がみられる原因

は、各官署が平成 21 年通知や厚生労働省のホームページ上で周知されている財団

へＡＥＤの設置情報を登録することの目的、意義等について十分に理解、認識して

いないことにあると考えられる。 

また、既に財団に登録されている内容が適当でない事例がみられる原因につい

ては、ＡＥＤの登録手続が製造販売業者を通じて行われているため、今回の調査で

は正確に分析できなかった。しかし、各官署は、財団へＡＥＤの設置情報を登録し

た後に、財団のホームページ上で自らのＡＥＤに係る公表内容を確認し、必要に応

じ登録内容を変更することが可能であることを踏まえると、財団が公表しているＡ

ＥＤの設置情報について各官署の関心が低いことが原因の一つと考えられる。 

なお、平成 26 年 12 月１日現在、当局が財団のホームページ上で北海道内の国

の行政機関について検索したところ、ＡＥＤの設置場所のカテゴリーが適当でない
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と考えられるものが、確認できたものだけで 15官署認められた。 

 

(2) ＡＥＤの設置情報の自官署のホームページにおける公表状況 

調査対象とした 12機関 25官署における自官署のホームページ上でのＡＥＤの

設置情報の公表状況は、次のとおりである。 

① 自官署のホームページ上で公表しているもの１機関２官署（8.0％） 

② 自官署のホームページ上で公表しているが、一部のＡＥＤを公表していない

もの１機関１官署（4.0％） 

③ 自官署のホームページ上で公表していないもの 11機関 22官署(88.0％) 

 (注) 「機関」とは、ブロック機関等の上部機関を指す。 

このうち、上記③の 22 官署が自官署のホームページ上でＡＥＤの設置情報を公

表していない理由については、ⅰ）自官署のホームページ上でＡＥＤの設置情報を

公表することの有効性について検討したことがなかったためとしているものが 12

官署（54.5％）、ⅱ）自官署のホームページ上に合同庁舎に係る情報を掲載するサ

イトがないことや公表することについての有効性について検討したことがなかっ

たためとしているものが６官署（27.3％。合同庁舎の管理官署）、ⅲ）上部機関が

ホームページへの掲載情報等を判断していることから、ＡＥＤの設置情報を掲載す

ることについて自ら検討したことがなかったためとしているものが４官署

（18.2％）となっている。 

一方で、函館地方気象台及び稚内地方気象台は、自官署のホームページ上でＡＥ

Ｄの設置情報を公表しており、後者（合同庁舎の管理官署）については、合同庁舎

に設置されている共用のＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表して

いる。この例に倣い、自官署のホームページ上でＡＥＤの設置情報を公表していな

い官署も、今後は、ホームページ上で公表することが望まれる。 

 

 したがって、関係行政機関は、ＡＥＤの設置情報を一般市民や消防機関等の救急

医療に関わる機関に広く提供する観点から、下部機関を含め、次の措置を講じる必

要がある。 

① ＡＥＤを自ら設置、管理している官署のうち、ＡＥＤの設置情報を財団へ登録

していないところについて、財団へ登録すること。また、既に財団に登録している

ＡＥＤの設置情報が適当でないところについて、必要な変更を行うこと。（札幌法

務局、釧路地方法務局、札幌高等検察庁、北海道財務局、函館税関、札幌国税局、

北海道労働局、北海道開発局、北海道運輸局、札幌管区気象台） 

② ＡＥＤを自ら設置、管理している官署のうち、ＡＥＤの設置情報を自官署のホ

ームページ上で公表していないところについて、公表することの可否を検討し、可

能な限り公表すること。（札幌法務局、函館地方法務局、旭川地方法務局、釧路地

方法務局、札幌高等検察庁、北海道財務局、函館税関、札幌国税局、北海道労働局、

北海道開発局、北海道運輸局） 
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（説 明） 

 

図表３－① 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について」（注意喚起及び関係団体へ

の周知依頼）（平成 21 年４月 16 日付け医政発 0416001 号 薬食発 0416001 号各都道府県宛て

厚生労働省医政局長、医薬食品局長通知）（抜粋） 

別紙 ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

 
（略） 
  

４．ＡＥＤの設置情報登録について 

ＡＥＤの設置情報登録については 、平成 19年３月 30日付け医政発第 0330007号厚生労働省医政局指導課

長通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置者登録に係る取りまとめの協力依頼について」において、Ａ

ＥＤの設置場所に関する情報を製造販売業者 等を通じて財団法人日本救急医療財団に登録いただくよう依

頼しているところです 。 

同財団では、ＡＥＤの設置場所について公表を同意いただいた場合には、ＡＥＤの設置場所をホームペー

ジ上で公開することで、地域の住民や救急医療に関わる機関があらかじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所

について把握し、必要な時にＡＥＤが迅速に使用できるよう、取り組んでおります 。 

また、ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、設置者等が製造販売業者から迅速・

確実に情報が得られるようにするためにも、設置場所を登録していない、又は変更した場合には、製造販売

業者等を通じて同財団への登録を積極的に実施するようお願いします 。 

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等では、ＡＥＤの設置場所に関する情報を非公開とす

ることも可能です。 

（以下略） 
 （注） 下線は当局が付した。 

 

図表３－② ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ（平成 21年４月 16日）（抜粋） 

（略） 

・ その他 

Ｑ25  ＡＥＤの設置情報は、登録しなければならないのですか。 

 

Ａ   ＡＥＤは救命のために重要な医療機器です。地域の住民や救急医療に携わる機関などが、あらか

じめ設置されているＡＥＤの場所を把握していると、必要な時に迅速に対応できます。  

また、ＡＥＤの不具合などにより販売業者等から製品に関するリコール等の重要なお知らせが提

供されることもあります。設置情報を登録していれば確実かつ迅速に情報を受け取ることが可能と

なりますので、ご登録ください。  

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等には、ＡＥＤの設置場所に関する情報を非

公開とすることが可能です。 登録の方法については、販売業者等にお問い合わせ下さい。  

（以下略） 

 （注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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図表３－③ 厚生労働省のホームページにおけるＡＥＤの設置情報を財団へ登録することに

ついての周知、要請状況 

 

（注） 厚生労働省のホームページによる。下線は当局が付した。 
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図表３－④ ＡＥＤの設置情報を財団へ登録する際の設置場所のカテゴリー 

1．消防・海保・防衛関係施設 

2．医療施設（病院・診療所・医院等） 

3．介護・福祉施設 

4．公共交通機関（駅・電車・バス・タクシー・高速道路等） 

5．学校・保育施設（小中学校・高校・大学・各種学校等）  

6．体育・スポーツ施設（運動場・体育館・スキー場・ゴルフ場等） 

7．公園・文教・娯楽施設（図書館・テーマパーク・パチンコ店等） 

8．宿泊施設（ホテル・旅館等）  

9．商業施設（デパート・駅ビル・商店街・コンビニ等）  

10．その他の不特定多数が利用する公的施設 

11．その他の不特定多数が利用する民間施設 

12．会社・事業所  

13．集合住宅（マンション・団地等）  

14．自宅・自家用車内 

15．設置場所を限定していない（イベント等の貸出等） 

16．その他 

 （注） 下線は当局が付した。 
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○ ＡＥＤの設置情報の財団への登録状況に関する事例 

 

  事例表３－(1)－① 

保有する全てのＡＥＤの設置情報を財団へ登録していないもの（８官署８事例） 

事例番号（登録－１） 

調査対象官署名：札幌法務局札幌西出張所（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、当該官署の上部機関である札幌法務局が財団への

登録手続を失念していたため、平成 26年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

事例番号（登録－２） 

調査対象官署名：札幌高等検察庁（札幌第３合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台、専用１台 
【事例の説明】 

当該官署が札幌第３合同庁舎に設置している３台のＡＥＤ（共用２台、専用１台）については、

当該官署がＡＥＤの設置情報を財団へ登録する必要性について認識していなかったため、平成 26

年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

事例番号（登録－３） 

調査対象官署名：旭川財務事務所（旭川地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 

【事例の説明】 

 当該官署が設置しているＡＥＤについては、当該官署がＡＥＤの設置情報を財団へ登録する必

要性について認識しておらず、上部機関からの指示や前任者からの引継もなかったため、平成 26

年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

事例番号（登録－４） 

調査対象官署名：釧路財務事務所（釧路地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 

【事例の説明】 

当該官署が釧路地方合同庁舎に設置しているＡＥＤについては、当該官署がＡＥＤの設置情報

を財団へ登録する必要性について認識していなかったため、平成 26年 12月１日現在、設置情報

が財団へ登録されていない。 

（注） 当該官署は、平成 26 年 11月に、ＡＥＤの製造会社からＡＥＤ本体の耐用年数、バッテリー及

び電極パッドの交換時期の確認を促すはがきを受理した際に、ＡＥＤの設置情報が財団へ登録さ

れていないことを把握したため、26年 12 月 24日にＡＥＤの販売会社を通じて、財団への登録手

続を行っている。 
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事例番号（登録－５） 

調査対象官署名：札幌国税局（札幌第２合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 

【事例の説明】 

 当該官署が札幌第２合同庁舎に設置している２台のＡＥＤ（平成 18年３月設置と 20年３月設

置）については、平成 26年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

 ２台のＡＥＤのうち１台については、平成 26年 12月に更新されており、当局の調査日現在、

登録手続中となっているが、他の１台については、当時の担当者が異動しており、記録も残って

いないため、設置情報が財団へ登録されていない理由は不明となっている。 

事例番号（登録－６） 

調査対象官署名：旭川東税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

 当該官署が設置しているＡＥＤについては、当該官署の上部機関である札幌国税局が登録手続

を行わなかったため、平成 26年 12月１日現在、財団へ設置情報が登録されていない。 

事例番号（登録－７） 

調査対象官署名：苫小牧税務署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、当該官署の上部機関である札幌国税局が登録手続

を行わなかったため、平成 26年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

事例番号（登録－８） 

調査対象官署名：国営滝野すずらん丘陵公園事務所（その他施設） 

ＡＥＤの設置数：専用９台 

【事例の説明】 

 当該施設が滝野すずらん丘陵公園内に設置しているＡＥＤ９台については、平成 26年 12月１

日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

 この理由について当該施設では、財団へ登録する必要性については承知していたが、財団へ登

録できるＡＥＤの要件が、ⅰ）付近住民が利用可能であること、ⅱ）24時間利用可能であること

であると誤認していたため、当該官署が設置しているＡＥＤの利用範囲が公園利用者に限られ、

利用可能時間も開園時間内に限られることから、財団の登録要件には合致しないと判断し、登録

しなかったとしている。 

 （注） 当該施設のＡＥＤについては、当該施設の運営維持管理業務を受託している民間事業者が設置し、管

理している。 
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  事例表３－(1)－② 

保有するＡＥＤの全部又は一部の設置情報を登録しておらず、かつ、ⅰ）登録されているＡＥＤ

の設置場所のカテゴリーが「会社・事業所」となっているなど登録内容が適当でない、ⅱ）更新

前のＡＥＤの設置情報が登録されたままであり、設置場所のカテゴリーも「その他の不特定多数

が利用する民間施設」となっているなど登録内容が適当でないもの（４官署４事例） 

事例番号（登録－９） 

調査対象官署名：北海道財務局（札幌第１合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台 
【事例の説明】 

① 当該官署が札幌第１合同庁舎に設置している２台の共用のＡＥＤのうちの１台については、当

該官署がＡＥＤごとの登録ではなくＡＥＤの設置者の情報のみを登録することで足りると誤認

していたため、平成 26年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

（注）平成 26年 12月１日現在、財団へ登録されている１台のＡＥＤについては、「設置位置」の情報

が公表されていないため、１階又は 10 階のいずれのＡＥＤが登録されているのかが不明となって

いる。 

② 当該官署が財団へ登録している１台のＡＥＤについては、平成 26年 12月１日現在、ⅰ）設置

位置の情報が財団のホームページ上で公表されていない、ⅱ）設置場所のカテゴリーが「会社・

事業所」となっている、ⅲ）登録施設名が「札幌第１合同庁舎」ではなく「北海道財務局」とな

っているなど登録内容が適当でない。 

  なお、このような登録内容となっている理由については、登録手続を行った当時の担当者が異

動しているため不明である。 

事例番号（登録－10） 

調査対象官署名：北海道財務局小樽出張所（小樽地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台 

【事例の説明】 

① 当該官署が設置しているＡＥＤについては、平成 25 年８月に更新されているが、当該官署が

ＡＥＤの設置情報を財団へ登録する必要性について認識していなかったため、平成 26年 12月１

日現在、設置情報が財団へ登録されていない。 

② また、平成 26年 12月１日現在、更新前のＡＥＤの設置情報が財団のホームページ上で公表さ

れたままであり、ⅰ）登録施設名が旧庁舎名（現庁舎は平成 22 年３月竣工）の「小樽港湾合同

庁舎（１Ｆ守衛室）」となっている、ⅱ）設置場所のカテゴリーが「その他の不特定多数が利用

する民間施設」となっているなど登録内容も適当でない。このような登録内容となっている理由

については、登録手続を行った当時の担当者が異動しており、記録も残っていないため不明であ

る。 

 

- 66 - 

 



事例番号（登録－11） 

調査対象官署名：函館税関（函館港湾合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台 

【事例の説明】 

① 当該官署は、平成 17年に、それまで函館港湾合同庁舎に設置していたＡＥＤ１台を 23年９月

に更新すると同時に、１台を新たに設置したため、調査日現在、２台のＡＥＤを設置している。 

これら２台のＡＥＤは、平成 26 年 12月１日現在、財団のホームページ上では設置情報が公表

されていない。この理由について当該官署では、これら２台のＡＥＤを購入した際に、販売業者

に対して、公表することについて「可」と記載した「保証書及びＡＥＤ設置者等の登録確認書」

を提出しているが、現在まで公表に至っていない理由は不明であるとしている。 
② また、平成 26 年 12月１日現在、平成 17年に設置していた更新前のＡＥＤの設置情報が財団

のホームページ上で公表されたままであり、設置場所のカテゴリーも「その他の不特定多数が利

用する民間施設」となっているなど登録内容が適当ではない。当該官署では、このような登録内

容となっている理由については、当時の記録がなく不明であるとしている。 

事例番号（登録－12） 

調査対象官署名：室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 

【事例の説明】 

①  当該官署が設置している専用のＡＥＤ１台については、当該官署の上部機関である札幌国税

局が登録手続を行わなかったため、平成 26年 12月１日現在、設置情報が財団へ登録されてい

ない。 

②  当該官署が設置している共用のＡＥＤ１台については、平成 27年１月 19日に更新され、当

局の調査日現在、財団へ登録手続中となっているが、更新前のＡＥＤの設置情報が財団のホー

ムページ上で公表されたままであり、設置場所のカテゴリーも「その他の不特定多数が利用す

る民間施設」となっているなど登録内容が適当ではない。このような登録内容となっている理

由については、登録手続を行った当時の担当者が異動しているため不明である。 
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事例表３－(1)－③ 

保有する全てのＡＥＤの設置情報が財団へ登録されているが、ⅰ）設置位置の情報が財団のホー

ムページ上で公表されていない、ⅱ）設置場所のカテゴリーが「会社・事業所」や「その他」の

区分で登録されている、ⅲ）既に廃棄されたＡＥＤが登録されたままとなっているなど登録内容

が適当でないもの（８官署８事例） 

事例番号（登録－13） 

調査対象官署名：釧路地方法務局帯広支局（帯広法務合同庁舎２階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、平成 26年 12 月１日現在、「設置施設名」、「住所」

及び「設置台数」が財団のホームページ上で公表されているが、「設置位置」の情報が公表されて

いない。この理由について当該官署では、登録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であ

るとしている。 

事例番号（登録－14） 

調査対象官署名：釧路労働基準監督署（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、上部機関である北海道労働局が財団へ登録手続を行

い、平成 26年 12月１日現在、「設置施設名」、「住所」及び「設置台数」が財団のホーページ上で

公表されているが、「設置位置」の情報が公表されていない。この理由について当該官署では、登

録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であるとしている。 

事例番号（登録－15） 

調査対象官署名：北見公共職業安定所（北見地方合同庁舎１、２階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、上部機関である北海道労働局が財団へ登録手続を行

い、平成 26年 12 月１日現在、「設置施設名」、「住所」及び「設置台数」が財団のホームページ上

で公表されているが、「設置位置」の情報が公表されていない。この理由について当該官署では、

登録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であるとしている。 

事例番号（登録－16） 

調査対象官署名：苫小牧公共職業安定所（苫小牧港湾合同庁舎１階～３階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、上部機関である北海道労働局が財団へ登録手続を行

い、平成 26年 12 月１日現在、「設置施設名」、「住所」及び「設置台数」が財団のホームページ上

で公表されているが、「設置位置」の情報が公表されていない。この理由について当該官署では、

登録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であるとしている。 
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事例番号（登録－17） 

調査対象官署名：札幌開発建設部（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用２台（１階、５階） 

【事例の説明】 

①  当該官署が設置している２台のＡＥＤについては、平成 26年 12月１日現在、「設置施設名」、

「住所」及び「設置台数」が財団のホームページ上で公表されているが、「設置位置」の情報

が公表されていない。この理由について当該官署では、不明としている。 

②  また、財団への登録内容をみると、ⅰ）設置施設名について、１階のＡＥＤが「札幌開発建

設部」となっている一方、５階のＡＥＤは「北海道開発局札幌開発建設部」となっており登録

施設の名称が統一されていない、ⅱ）設置場所の登録カテゴリーについて、１階のＡＥＤが「そ

の他不特定多数が利用する公的施設」となっているが、５階のＡＥＤについては、「その他」

で登録されており、５階のＡＥＤの登録内容が適当ではない。 

 なお、当該官署では、１階のＡＥＤについては平成 19 年４月に当該官署が購入し、財団に

登録したが、５階のＡＥＤについては平成 20 年２月に、当該官署とは別組織であった石狩川

開発建設部が購入し、財団に登録しているため、５階のＡＥＤの設置施設名及びＡＥＤの登録

カテゴリーが１階のＡＥＤと異なっている理由は不明であるとしている。 

事例番号（登録－18） 

調査対象官署名：釧路運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、平成 26年 12 月１日現在、「設置施設名」、「住所」

及び「設置台数」が財団のホームページ上で公表されているが、「設置位置」の情報が公表されて

いない。この理由について当該官署では、登録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であ

るとしている。 

事例番号（登録－19） 

調査対象官署名： 北見運輸支局（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、平成 26年 12 月１日現在、「設置施設名」、「住所」

及び「設置台数」が財団のホームページ上で公表されているが、「設置位置」の情報が公表されて

いない。この理由について当該官署では、登録手続を行った当時の担当者が異動しており不明であ

るとしている。 

事例番号（登録－20） 

調査対象官署名：函館地方気象台（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
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【事例の説明】 

当該官署が設置しているＡＥＤについては、平成 26年 12月１日現在、財団のホームページ上で

公表されているが、次のとおり、財団への登録内容が適当ではない状況が認められた。 

① 現在設置されているＡＥＤの設置場所のカテゴリーが「会社・事業所」となっている。 

② 現在設置されているＡＥＤの登録施設名が名称変更（平成 25 年 10 月）前の「函館海洋気象

台」のままとなっている。 

③ 既に廃止されたＡＥＤの設置情報が公表されたままとなっている。 
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図表３－⑤ 財団のホームページ上で公表されている設置場所のカテゴリーが適当でない（「10.

その他の不特定多数が利用する公的施設」以外のカテゴリーで登録されている、同

一機関管下の各官署でカテゴリーが区々なっている等）と考えられる官署の例(平成

26年 12月１日現在) 

登録官署名等 公表されている登録カテゴリー 備考 

旭川刑務所 「16.その他」 

登録されている３台のＡＥＤのうち、医

務室に設置されているＡＥＤを左記カテ

ゴリーで登録し、他の２台は「10.その他

の不特定多数が利用する公的施設」で登

録。 

名寄拘置支所 「16.その他」  

釧路刑務支所 「16.その他」 

同じ札幌矯正管区管下の札幌刑務所は、

「10.その他の不特定多数が利用する公的

施設」で登録。 

北海道農政事務所 
「11.その他の不特定多数が利用

する民間施設」 

登録されている２台のＡＥＤのうち、一

方を左記カテゴリーで登録し、他の１台は

「10.その他の不特定多数が利用する公的

施設」で登録。 

同苫小牧地域センター 
「11.その他の不特定多数が利用

する民間施設」 
 

札幌開発建設部 

空知川河川事務所 

「11.その他の不特定多数が利用

する民間施設」 

北海道開発局管下の他の官署の多くは、

「10.その他の不特定多数が利用する公的

施設」で登録。 

同札幌道路事務所 
「11.その他の不特定多数が利用

する民間施設」 

室蘭開発建設部 

日高道路事務所 
「12.会社・事業所」 

同苫小牧港湾事務所 「12.会社・事業所」 

同二風谷ダム管理所 「12.会社・事業所」 

旭川開発建設部 

富良野道路事務所 
「12.会社・事業所」 

網走開発建設部 
「11.その他の不特定多数が利用

する民間施設」 

同遠軽道路事務所 

※現在は遠軽開発事務所 
「16.その他」 

室蘭地方気象台 「1.消防・海保・消防関係施設」 

 上部機関の札幌管区気象台は、「10.その

他の不特定多数が利用する公的施設」で登

録。 

稚内地方合同庁舎 

※管理官署は稚内開発建設部 
「12.会社・事業所」 

 他の道内の合同庁舎は、「10.その他の不

特定多数が利用する公的施設」で登録。 

 (注) 当局が財団のホームページ上で確認できたものを記載した。なお、実地調査対象とした官署に係

るものは除く。 
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○ ＡＥＤの設置情報の自官署のホームページにおける公表状況に関する事例 

 

事例表３－(2)－①【推奨事例】 

自官署のホームページ上においてＡＥＤの設置情報を公表しているもの（１機関２官署） 

事例番号（公表－１） 

① 函館地方気象台（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

② 稚内地方気象台（稚内港湾合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台 

【事例の説明】 

○ 上記①及び②の官署は、気象庁からの指示を受けて、平成 24 年８月頃から、専用のＡＥＤ１

台についての設置情報を自官署のホームページで公表している。 

また、上記②の官署は、合同庁舎の管理官署であるが、自官署のホームページ上における当該

官署へのアクセス方法を掲載するサイトに、ＡＥＤのマーク、設置している事実及び設置位置の

情報を掲載している。 
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事例表３－(2)－② 

自官署のホームページ上で公表しているが、一部のＡＥＤを公表していないもの（１機関１官署） 

事例番号（公表－２） 

調査対象官署名：札幌開発建設部国営滝野すずらん丘陵公園事務所 

ＡＥＤの設置数：専用９台 

【事例の説明】 

 当該施設は、施設内に設置するＡＥＤについて、夏季、冬季それぞれの利用シーズンごとに作成

した園内マップにＡＥＤの設置場所を表示し、当該施設のホームページに掲載している。 

 しかし、ＡＥＤの実際の設置場所と園内マップの表示内容とを比較、確認していなかったため、

園内に設置している９台のＡＥＤうち、園内マップに設置場所を表示しているものは夏季及び冬季

とも６台のみとなっており、設置しているＡＥＤの一部については設置場所が表示されていない。 

 当該官署では、冬季利用者の救難救護のためにスノーモービルに積載し、運搬するＡＥＤもある

ことから、９台全てを園内マップに掲載することは難しいが、設置場所が明確なものについては園

内マップの見直し時期に掲載したいとしている。 

 （注） 当該施設のＡＥＤについては、当該施設の運営管理業務を受託する民間事業者が設置し、管理している。 

 

表        ＡＥＤ設置場所の園内マップへの掲載状況 

区分 № ＡＥＤ設置施設名 園内マップ 
夏季 冬季 

通
年
設
置 

１ カントリーハウス ○ ○ 
２ こどもの谷虹の巣ドーム ○ ○ 
３ 公園案内所 ○ ○ 
４ 森の交流館 ○ ○ 

夏
季
設
置 

５－① ビジターセンター「東口ゲート」 × 
該
当
な
し 

６－① オートリゾート滝野センターハウス ○ 
７－① サイクルセンター（鱒見口料金徴収ブース） × 
８－① 森の情報館 ○ 
９－① レストランあしりべつ × 

冬
季
設
置 

５－② 滝野公園事務所庁舎 
該
当
な
し 

× 
６－② スキーヤーズサロン ○ 
７－② 中央管理所 ○ 
８－② （東口）事務所車庫 × 
９－② 渓流口駐車場料金所 × 

園内マップに掲載されているＡＥＤ台数の合計 6 6 

（注） １ 園内マップは、夏季は「グリーンシーズン全園マップ」、冬季は「滝野

スノーワールド利用ガイド」による。 
２ 上表中の枝番「数字－①」は夏季設置場所を、「数字－②」は同一のＡ

ＥＤの冬季における設置場所を示す。 
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事例表３－(2)－③ 

（自官署のホームページ上でＡＥＤの設置情報を公表していないもの（11機関 22官署） 

事例番号（公表－３） 

調査対象官署名：札幌法務局札幌西出張所（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 
 当該官署は、自官署のホームページを上部機関である札幌法務局が作成していること及びＡＥＤ

の設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことから、平成 26年 12月１

日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－４） 

調査対象官署名：函館地方法務局（函館地方合同庁舎２階、３階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことか

ら、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－５） 

調査対象官署名：旭川地方法務局（旭川地方合同庁舎３、４階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

 当該官署は、ＡＥＤの設置情報の公表については、財団への登録をもって足りると判断し、ＡＥ

Ｄの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことから、平成 26 年 12

月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－６） 

調査対象官署名：釧路地方法務局帯広支局（帯広法務総合庁舎２階入居） 

ＡＥＤの設置数：専用１台 
【事例の説明】 

当該官署は、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことか

ら、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－７） 

調査対象官署名：札幌高等検察庁（札幌第３合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台、専用１台 
【事例の説明】 

札幌第３合同庁舎の管理官署である当該官署は、自官署のホームページに合同庁舎に係る情報を

掲載するサイトがないことや公表することの有効性について検討したことがなかったことから、平

成 26年 12月１日現在、合同庁舎内に設置している３台のＡＥＤの設置情報を自官署のホームペー

ジ上で公表していない。 
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事例番号（公表－８） 

（調査対象官署名） 

① 北海道財務局（札幌第１合同庁舎管理官署） ＡＥＤの設置数：共用２台 

② 函館財務事務所（函館地方合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台 

③ 旭川財務事務所（旭川地方合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台 

④ 釧路財務事務所（釧路地方合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台 

⑤ 北海道財務局小樽出張所（小樽地方合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台 
【事例の説明】 

上記①から⑤の５官署は、それぞれ合同庁舎の管理官署であるが、自官署のホームページに合同

庁舎に係る情報を掲載するサイトがないことや公表することの有効性について検討したことがな

かったことから、平成 26年 12月１日現在、合同庁舎内に設置しているＡＥＤの設置情報を自官署

のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－９） 

調査対象官署名：函館税関（函館港湾合同庁舎管理官署） 

ＡＥＤの設置数：共用２台 
【事例の説明】 

 当該官署は、合同庁舎の管理官署であるが、自官署のホームページに合同庁舎に係る情報を掲載

するサイトがないことや公表することの有効性について検討したことがなかったことから、平成

26 年 12月１日現在、合同庁舎内に設置しているＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公

表していない。 

事例番号（公表－10） 

（調査対象官署名） 

① 札幌国税局（札幌第２合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 

② 旭川東税務署（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

③ 苫小牧税務署（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

④ 室蘭税務署（室蘭地方合同庁舎管理官署）ＡＥＤの設置数：共用１台、専用１台 

【事例の説明】 

上記①から④の官署は、平成 26 年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性に

ついて検討したことがなかったことから、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署の

ホームページ上で公表していない。 

 なお、札幌国税局は、ホームページに掲載する情報や様式等は国税庁全体で統一されていること

から、ＡＥＤの設置情報をホームページに掲載する場合は、国税庁と協議する必要があるとしてい

る。 

事例番号（公表－11） 

① 釧路労働基準監督署（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

② 北見公共職業安定所（北見地方合同庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

③ 苫小牧公共職業安定所（苫小牧港湾合同庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 
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④ 札幌東公共職業安定所（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

上記①から④の官署は、自官署のホームページを上部機関である北海道労働局が作成しているこ

とやＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことから、平成

26 年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－12） 

調査対象官署名：札幌開発建設部（単独庁舎入居） 

ＡＥＤの設置数：専用２台 
【事例の説明】 

 当該官署は、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかったことか

ら、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していない。 

事例番号（公表－13） 

（調査対象官署名） 

① 釧路運輸支局（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

② 北見運輸支局（単独庁舎入居）ＡＥＤの設置数：専用１台 

【事例の説明】 

○ 上記①の官署は、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかった

とから、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表していな

い。 

（注） 当該官署は、当局の調査を契機として、平成 27 年１月 26 日に自官署のホームページにＡＥ

Ｄの設置情報を掲載している。また、当該官署が釧路市に対して要請し、平成 27 年１月 23 日

に同市のホームページに当該官署のＡＥＤの設置情報が掲載されている。 

○ 上記②の官署は、ＡＥＤの設置情報を公表することの有効性について検討したことがなかった

ことから、平成 26年 12月１日現在、ＡＥＤの設置情報を自官署のホームページ上で公表してい

ない。 

（注） 当該官署は、当局の調査を契機として、平成 27 年１月 23 日に自官署のホームページにＡＥ

Ｄの設置情報を掲載している。 

なお、当該官署が所在する北見市のホームページでは、国や北海道が設置するＡＥＤについ

ては公表されていないため、当該官署は、平成 26 年９月に、北見地区消防組合が実施するＡ

ＥＤ使用協力登録制度に登録し、協力事業所の認定を受けている。 
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４ ガイドライン等の内容を承知していなかった官署 

実  態 説明図表番号 

ＡＥＤの設置、管理等については、法的な根拠や基準がないため、現状では、厚

生労働省が各府省等に通知している平成 21年通知及び平成 25年通知並びに同省が

公表しているガイドライン（以下「ガイドライン等３通知」という。）で示されて

いる内容がＡＥＤを適切に管理する上での具体的な指針、基準となる。このため、

国の行政機関におけるＡＥＤの適切な管理等が確保されるためには、ＡＥＤを設置

している各官署がガイドライン等３通知で示されている内容を理解、認識し、日常

点検の励行、ＡＥＤの適切な配置、職員に対する講習の実施、ＡＥＤの設置情報の

財団への登録等について積極的に取り組むことが重要と考えられる。 

しかし、今回実地調査したブロック機関等の上部機関 12機関を含む 25官署のう

ち、９機関（75.0％）、19 官署（76.0％）において、ガイドライン等３通知の全部

又はいずれかの内容が承知されていなかった。 

これらのうち、１機関４官署は、本省庁からガイドライン等３通知を受けていた

が、前任の担当者から引継を受けていない等の理由で、現担当者がガイドライン等

３通知の内容を承知していなかったものである。しかし、他の８機関（66.7％）、

15官署（60.0％）は、本省庁からガイドライン等３通知を受けていないためその内

容を承知していなかったものであり、本省庁がこれらの機関、官署に対してガイド

ライン等３通知を周知していなかったものとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－① 
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（説 明） 

 

図表４－① ガイドライン等３通知の収受状況（平成 26年 12月１日現在） 

 
  ○ ：ブロック機関等が本省庁からガイドライン等３通知を受けており、調査対象官署もその

内容を承知している 
  △ ：ブロック機関等が本省庁からガイドライン等３通知を受けているが、調査対象官署がそ

の内容を承知していない 
  × ：ブロック機関等が本省庁からガイドライン等３通知を受けていないため、調査対象機関

がその内容を承知していない 
  不明：文書保存期限を過ぎているため、ガイドライン等３通知の収受状況が分からない 
 

本 省
庁 ブロック機関等 調査対象官署 

平成 21 年通

知の収受状況 

平成 25 年通

知の収受状況 

ガイドライン

の収受状況 

法
務
省 

札幌法務局（※） 札幌西出張所 不明 × × 

函館地方法務局（※） 同左 不明 × × 

旭川地方法務局（※） 同左 不明 × × 

釧路地方法務局（※） 帯広支局 不明 × × 

検察庁 札幌高等検察庁（※） 同左 △ × × 

財
務
省 

北海道財務局 

同左 △ △ △ 

函館財務事務所 ○ ○ ○ 

旭川財務事務所 △ ○ ○ 

釧路財務事務所 △ △ △ 

小樽出張所 △ ○ ○ 

函館税関 同左 ○ ○ ○ 

国
税
庁 

札幌国税局（※） 

同左 不明 × × 

旭川東税務署 不明 × × 

苫小牧税務署 不明 × × 

室蘭税務署 不明 × × 

厚
生
労
働
省 

北海道労働局(※) 

釧路労働基準監督署 × × × 

北見公共職業安定所 × × × 

苫小牧公共職業安定所 × × × 

札幌東公共職業安定所 × × × 

国
土
交
通
省 

北海道開発局 
札幌開発建設部 ○ ○ ○ 

滝野すずらん丘陵公園事務所 ○ ○ ○ 

北海道運輸局（※） 
釧路運輸支局 × × × 

北見運輸支局 × × × 

気象庁 札幌管区気象台 
函館地方気象台 ○ ○ ○ 

稚内地方気象台 ○ ○ ○ 

  （注）１ 当局の調査結果に基づき作成。 

２ ブロック機関等のうち、ゴシック（※印）のものは、本省庁からガイドライン等３通知の全部又は一部を受け

ていない８機関である。 

３ 調査対象官署のうち、ゴシック（網掛け）のものは、ガイドライン等３通知の全部又は一部のいずれかの内容

を承知していない 19官署である。 
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図表４－② 平成 21年通知の通知内容（抜粋） 

 
医政発 0416002 号 
薬食発 0416002 号 
平成 21 年４月 16 日 

 

関係省庁等  あて 

厚生労働省医政局長 

厚生労働省医薬食品局長 

 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について 

（注意喚起及び関係団体への周知依頼） 

 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、平成１６年７月１日付け医政発第 0701001

号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」におい

て、救命の現場に居合わせた市民による使用についてその取扱いを示したところですが、これを機に医療

機関内のみならず学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。 

この様な状況を踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備により性能を発揮で

きないなどの重大な事象を防止するためには、これまで以上にＡＥＤの適切な管理等を徹底することが重

要です。 

このため、今般、ＡＥＤの適切な管理等について、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等を整理し、別添

のとおり、各都道府県知事あて通知したので、貴職におかれては、その内容について御了知いただくとと

もに、貴省庁等がその庁舎（出先機関を含む。）等において設置・管理しているＡＥＤの適切な管理等の

徹底をお願いします。 

また、貴省庁等所管の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、民間の学校、医療

機関、交通機関、商業施設等において当該関係団体及びその会員が設置・管理しているＡＥＤの適切な管

理等が徹底されるよう当該通知の内容について周知いただきますよう御協力願います。 

併せて、貴省庁等、地方自治体（消防本部等）及び関係団体等が実施するＡＥＤの使用に関する講習会

においても、ＡＥＤの適切な管理等の重要性について幅広く国民に理解されるようにするため、当該対策

の実施を含めたＡＥＤの適切な管理等の重要性について伝えるよう御協力願います。 
 

（関係省庁等の宛名） 

内閣官房内閣総務官、内閣法制局総務主幹、人事院事務総局総括審議官、内閣府大臣官房長、宮内庁長

官官房審議官、公正取引委員会事務総局官房総括審議官、警察庁長官官房長、金融庁総務企画局長、総務

省大臣官房長、公害等調整委員会事務局長、消防庁次長 、法務省大臣官房長 、公安調査庁総務部長、最高

検察庁総務部長 、外務省大臣官房長、財務省大臣官房長、国税庁次長 、文部科学省大臣官房長、文化庁次

長、社会保険庁総務部長、中央労働委員会事務局長、農林水産省大臣官房長、林野庁次長、水産庁次長、

経済産業省大臣官房長、資源エネルギー庁次長、特許庁総務部長、中小企業庁次長、国土交通省大臣官房

長 、観光庁次長、気象庁総務部長、運輸安全委員会事務局長、海上保安庁総務部長、環境省大臣官房長、

防衛省大臣官房長、会計検査院事務総局次、長最高裁判所事務総局経理局長、衆議院事務局庶務部長、参

議院事務局庶務部長、国立国会図書館総務部長 

（別添は略） 
 

 (注)１ 下線は当局が付した。 
２ 「関係省庁等の宛名」で下線を付したものは、本省庁等からガイドライン等３通知を受けていないブロッ

ク機関（８機関）の本省庁（厚生労働省を除く。）である。 
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